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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．第59期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８

号 平成17年12月９日）を適用しております。 

３．第56期及び第60期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、希薄化効果を有している潜在株式が

存在しないため記載しておりません。 

４．第59期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式は存在するものの１株当たり当期純損

失であるため記載しておりません。 

５．第59期の株価収益率については、当期純損失が計上されているため記載しておりません。 

回次 第56期 第57期 第58期 第59期 第60期 

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月 

売上高 （百万円） 47,894 50,616 51,011 35,927 40,439 

経常利益 （百万円） 7,259 8,146 6,734 2,942 1,833 

当期純利益又は当期

純損失（△） 
（百万円） 4,182 5,140 3,782 △2,033 584 

純資産額 （百万円） 66,159 69,899 70,015 65,509 64,087 

総資産額 （百万円） 81,169 83,161 84,314 76,478 78,198 

１株当たり純資産額 （円） 2,105.03 2,224.17 2,300.19 2,150.22 2,101.96 

１株当たり当期純利

益又は１株当たり当

期純損失（△） 

（円） 131.87 162.38 120.61 △66.83 19.22 

潜在株式調整後１株

当たり当期純利益 
（円） － 162.33 120.59 － － 

自己資本比率 （％） 81.51 84.05 83.04 85.53 81.76 

自己資本利益率 （％） 6.57 7.56 5.41 △3.0 0.9 

株価収益率 （倍） 21.73 17.55 22.72 － 70.62 

営業活動によるキャ

ッシュ・フロー 
（百万円） 7,138 4,556 5,068 △1,353 5,765 

投資活動によるキャ

ッシュ・フロー 
（百万円） △423 △3,252 △6,056 △1,997 △1,289 

財務活動によるキャ

ッシュ・フロー 
（百万円） △757 △1,133 △4,588 △1,525 △1,435 

現金及び現金同等物

の期末残高 
（百万円） 20,622 20,790 15,247 10,426 13,403 

従業員数 （名） 1,141 1,172 1,288 1,246 1,438 
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(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．第59期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８

号 平成17年12月９日）を適用しております。 

３．第56期及び第60期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、希薄化効果を有している潜在株式が

存在しないため記載しておりません。 

４．第59期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式は存在するものの１株当たり当期純損

失であるため記載しておりません。 

５．第59期の株価収益率及び配当性向については、当期純損失が計上されているため記載しておりません。 

回次 第56期 第57期 第58期 第59期 第60期 

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月 

売上高 （百万円） 47,773 50,292 50,641 35,195 33,775 

経常利益 （百万円） 7,387 8,148 7,250 3,263 2,209 

当期純利益又は当期

純損失（△） 
（百万円） 4,355 5,158 4,183 △1,654 921 

資本金 （百万円） 6,591 6,591 6,591 6,591 6,591 

発行済株式総数 （株） 31,682,526 31,682,526 31,682,526 31,682,526 31,682,526 

純資産額 （百万円） 65,818 69,622 69,942 65,685 64,708 

総資産額 （百万円） 80,772 82,634 83,850 74,348 74,190 

１株当たり純資産額 （円） 2,094.17 2,215.37 2,297.77 2,159.29 2,127.32 

１株当たり配当額 

（うち１株当たり

中間配当額） 

（円） 
30 

(12) 

50 

(18) 

50 

(25) 

50 

(25) 

30 

(15) 

１株当たり当期純利

益又は１株当たり当

期純損失（△） 

（円） 137.38 162.96 133.52 △54.39 30.29 

潜在株式調整後１

株当たり当期純利

益 

（円） － 162.91 133.50 － － 

自己資本比率 （％） 81.49 84.25 83.41 88.35 87.22 

自己資本利益率 （％） 6.89 7.62 5.99 △2.44 1.41 

株価収益率 （倍） 20.85 17.49 20.52 － 44.80 

配当性向 （％） 21.84 30.68 37.45 － 99.05 

従業員数 （名） 998 975 936 788 796 
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２【沿革】 

昭和25年５月 資本金200千円をもって木村寝台工業株式会社を設立。 

昭和28年５月 江戸川工場を建設。 

昭和41年３月 九州営業所を設置。（現福岡支店） 

昭和41年５月 千葉工場を建設。 

昭和45年２月 松尾工場を建設、江戸川工場の業務を吸収。 

昭和46年２月 大阪支店を設置。 

昭和52年９月 広島営業所を設置。（現広島支店） 

昭和52年９月 名古屋営業所を設置。（現名古屋支店） 

昭和61年７月 パラマウント株式会社、株式会社ラムーン、株式会社パラマウント仙台（現仙台支店）、パラマウ

ント札幌株式会社（現札幌支店）を吸収合併。 

昭和61年８月 木村産業株式会社の全株式を譲受け、子会社とする。 

昭和62年３月 パラマウントベッド株式会社に商号変更。 

昭和62年11月 木村産業株式会社大平工場を借受け、当社大平工場とする。 

昭和62年12月 当社株式を東京店頭市場に登録。 

平成４年４月 木村産業株式会社を吸収合併。 

平成４年５月 横浜支店を設置。 

平成５年12月 当社株式を東京証券取引所市場第二部に上場。 

平成６年６月 中央分室を開設。（本郷分室を移転） 

平成７年９月 ＰＴ.パラマウントベッドインドネシアを設立。（現・連結子会社） 

平成８年５月 高松支店を設置。（現・高松サテライト） 

平成８年９月 当社株式を東京証券取引所市場第一部に上場。 

平成９年10月 カスタマーサービスセンターを設置。 

平成12年10月 さいたま支店を設置。 

平成13年10月 名古屋支店を移転新築。 

平成14年１月 上海事務所を設置。 

平成14年７月 パラテクノ株式会社を設立。（現・連結子会社） 

平成15年５月 “上質な眠りと健康”を提案する新ブランド「ＩＮＴＩＭＥ」（インタイム）設立。 

平成15年７月 パラマウント・ユニバーサルデザイン・ステーション（ＰＵＤＳ）を設置。 

平成16年３月 八楽夢床業（中国）有限公司を設立。（現・連結子会社） 

平成18年３月 本社テクニカルセンターを建設。 

平成18年12月 Corbon Holding S.A.S（コルボン・ホールディング社）の株式取得。 

       （現・コロナ・メディカル社） 

平成19年10月 サンネットワーク株式会社の株式取得。（現・連結子会社） 
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３【事業の内容】 

 当社グループは、当社、子会社10社（ＰＴ．パラマウントベッドインドネシア、八楽夢床業（中国）有限公司、

コロナ・メディカル社他２社、パラテクノ株式会社、サンネットワーク株式会社他３社）及び関連会社３社で構成

され、医療福祉用ベッド等の製造及び販売を主たる業務としております。 

  当社グループの事業内容及び当社と子会社・関連会社の当該事業に係る位置付けは次のとおりであります。 

  当社は、医療福祉用ベッド、マットレス、病室用家具、医療用器具備品等の製造及び販売を行っております。Ｐ

Ｔ．パラマウントベッドインドネシアと八楽夢床業（中国）有限公司は、主に当社から部材の一部を調達し、医療

福祉用ベッド等の製造及び販売を行っております。コロナ・メディカル社他２社は、医療福祉用ベッド等の製造及

び販売を行っております。パラテクノ株式会社は、ベッド・マットレスの消毒、点検・修理、メンテナンスリース

等のサービスの提供を行っております。サンネットワーク株式会社他６社は福祉用具のレンタル卸等を行っており

ます。 

 事業の系統図は次のとおりであります。 

 

パ

ラ

マ

ウ

ン

ト

ベ

ッ

ド

株

式

会

社 

お

客

様 

ベッド等

【国内子会社・関連会社】 

パ ラ テ ク ノ 株 式 会 社 部品類 

リース・レンタル 
サービス提供等 

サービス提供

サービス提供

サ ン ネ ッ ト ワ ー ク 株 式 会 社 他 ６ 社

ベッド等 レンタル等 

【海外子会社】 

ＰＴ．パラマウントベッド インドネシア 

八 楽 夢 床 業 （ 中 国 ） 有 限 公 司 

コ ロ ナ ・ メ デ ィ カ ル 社 他 ２ 社 

部材 

ベッド等 

ベッド等 

ベッド等 

ベッド等 

部材 

医療用器具備品等 

ベッド等

ベッド等 
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４【関係会社の状況】 

（連結子会社） 

 （注） 上記の会社は、有価証券報告書又は有価証券届出書を提出しておりません。 

（その他の関係会社） 

 （注） 上記の会社は、有価証券報告書又は有価証券届出書を提出しておりません。 

５【従業員の状況】 

(1)連結会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員であります。 

    ２．従業員数が前連結会計年度末に比べ192名増加したのは、主として平成19年10月２日付のサンネットワーク

株式会社の株式取得に伴う連結子会社の増加によるものです。 

名称 住所 
資本金又は 
出資金 

主要な事業の内容 
議決権の 
所有割合
(％) 

関係内容 

パラテクノ株式会社 
千葉県 

船橋市 
80 

（百万円）

医療福祉用ベッド等
のメンテナンスサー

ビス 
100.00 

当社製品のメンテナンスサ

ービス等をしており、当社
役員３名及び当社従業員３

名がその役員を兼務してお

ります。 

サンネットワーク 
株式会社 

静岡県 
静岡市 

491 
（百万円）

福祉用具レンタル卸 83.14 

当社製品のレンタルをして

おり、当社役員１名及び当
社従業員２名がその役員を

兼務しております。 

ＰＴ.パラマウント

ベッドインドネシア 

インドネシア 

ブカシ県 
9,036,000 

（千ルピア）

医療福祉用ベッド等

の製造販売 
100.00 

当社製品の一部を製造販売

しており、当社役員３名及

び当社従業員２名がその役
員を兼務しております。 

八楽夢床業（中国）

有限公司 

中国 

江蘇省 

無錫市 

8,000 
（千米ドル）

医療福祉用ベッド等

の製造販売 
80.00 

当社製品の一部を製造販売

しており、当社役員２名及

び当社従業員１名がその役

員を兼務しております。 

コロナ・メディカル社 

フランス 

ロッシュコ

ルボン 

675 
（千ユーロ）

医療福祉用ベッド等

の製造販売 
90.99 

医療福祉用ベッド等の製造
販売をしており、当社役員

２名がその役員を兼務して

おります。 

その他５社         

名称 住所 
資本金 

(百万円) 
主要な事業の
内容 

議決権の被所有
割合(％) 

関係内容 

木村興産株式会社 
東京都 

江東区 
431 

損害保険 

代理業 
21.80 

当社社員の損害保険代理業をし

ており、当社役員３名がその役

員を兼務しております。 

平成20年３月31日現在

区分 

提出会社 
パラマウン
トベッド 
株式会社 

国内子会社 
パラテクノ 
株式会社 

国内子会社 
サンネット
ワーク株式
会社他３社 

海外子会社 
ＰＴ．パラ
マウントベ
ッドインド
ネシア 

海外子会社 
八楽夢床業
（中国） 
有限公司 

海外子会社 
コロナ・メ
ディカル社
他２社 

合計 

従業員数

（名） 
796 117 155 177 65 128 1,438 
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(2）提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員であります。 

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

(3）労働組合の状況 

１．名称 

パラマウントベッド労働組合 

２．結成年月日 

昭和62年９月11日 

３．組合員数 

221名 

４．労使関係 

 労使関係は、円満に推移し特記すべき事項はありません。 

平成20年３月31日現在

従業員数（名） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円） 

796 35.5 13.2 5,684,931 
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第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

  当連結会計年度におけるわが国経済は、企業収益の改善や個人消費の持ち直し等により緩やかな景気回復がつづ

きましたが、年度末にはサブプライムローン問題に端を発した米国経済の減速や金融資本市場の混乱等を背景にし

て、景気回復は足踏み状態となりました。 

  当医療業界におきましては、厳しい医療費抑制策のもとで深刻な医師不足や地域の基幹病院の縮小・閉鎖が顕在

化した一方、今後の病院病床の再編の核となる療養病床について、その削減の受け皿とされる新型の老人保健施設

（介護療養型老人保健施設）の施設要件などが決まりました。 

  一方、高齢者福祉分野におきましては、平成18年４月の介護保険の制度改正により一挙に縮小した福祉用具貸与

サービス市場がようやく底這いから脱し徐々に回復しております。 

  このような事業環境のなかで、当社グループは業績の向上を図るため、設備投資や研究開発などに努めました。 

  まず、主な設備投資といたしましては、国内工場の集約化と生産体質の改革を図るため、主力の千葉工場に新一

貫生産ラインを構築し、平成20年５月から本稼動させております。 

  製品の開発・販売面におきましては、自動採尿器「スカットクリーン」や折りたたみベッドサイドレール等をフ

ルモデルチェンジしたほか、早期商品化をめざし睡眠判定システム「眠りスキャン」を開発いたしました。 

  新規事業といたしまして、福祉用具レンタル卸業のサンネットワーク株式会社（本社：静岡市）を子会社化した

ほか、米国の病院用ベッドのトップメーカーであるHill－Rom（ヒルロム社）と販売提携いたしました。 

  海外展開におきましては、過去最大規模の輸出案件（メキシコ向け）の成約や、前年度に子会社化したフランス

のコロナ・メディカル社の売上などにより、海外売上高が初めて連結売上高の１割を超えました。 

  当連結会計年度の業績につきましては、まずユーザー別売上（単体ベース）を見ますと、前年度につづき高齢者

施設向けが低調であったことなどから、施設向け全体では前年度に比べ8.0％減少いたしました。一方、在宅向け

は、前年度の介護保険の制度改正による市場の急激な縮小を経てようやく底を打ち、同9.8％増加いたしました。 

  次に当連結会計年度における主要な品目別売上高は、次のとおりであります。 

  以上の結果、当連結会計年度の売上高は、フランスのコロナ・メディカル社の売上などが加算されて、前年度比

45億11百万円増（12.6％増）の404億39百万円となりました。 

  利益につきましては、前年度に実施した合理化効果（単体）のほか連結子会社の収益改善により、営業利益は前

年度比88.7％増の15億87百万円となりました。経常利益は、前年度に大幅に増加した金融収益が当連結会計年度は

縮小したため、同37.7％減の18億33百万円となりました。また当期純利益につきましては、前年度は希望退職に係

る割増退職金など特別損失を約54億円計上しましたが、当連結会計年度は特別損失が大幅に縮小したため、５億84

百万円（前年度20億33百万円の損失）となりました。 

  所在地別セグメントの業績は、次のとおりであります。なお、各セグメントの売上高及び営業損益は、セグメン

ト間の内部取引を含んで記載しております。 

  国内においては、売上高368億91百万円、営業利益13億68百万円となりました。海外のアジアでは、売上高21億18

百万円、営業利益２億49百万円、ヨーロッパでは、売上高43億20百万円、営業損失２億１百万円となりました。な

お、当連結会計年度より所在地別セグメント情報の開示を行うこととしたため、前連結会計年度との比較分析は行

っておりません。 

 記載金額については、消費税等は含まれておりません。 

 以下事業の状況の各項目についても同様であります。 

  最後になりましたが、当社創業者で名誉会長の木村隆輔が平成19年８月４日、永眠いたしました。89歳でした。 

（単位：百万円）

品目別 当連結会計年度 前年度増減（％） 

ベッド 20,113 7.7 

マットレス 2,617 △11.1 

病室用家具 4,113 46.2 

医療用器具備品 2,364 8.9 

その他 11,229 20.4 

合計 40,439 12.6 
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(2）キャッシュ・フロー 

 当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比べ29億77百

万円増加し134億３百万円となりました。当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次

のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果、増加した資金は57億65百万円となりました。これは主に、税金等調整前当期純利益12億26百万

円、減価償却費19億３百万円、売上債権の減少額11億79百万円、たな卸資産の減少額９億33百万円等の増加と、法

人税等の支払額１億円等の減少によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果、減少した資金は12億89百万円となりました。これは主に、有形固定資産の取得額21億10百万円

等の減少によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果、減少した資金は14億35百万円となりました。これは主に、配当金の支払額12億16百万円による

ものであります。 

  

２【生産、受注及び販売の状況】 

 販売の状況については「１．業績等の概要」に記載しております。 

(1）生産実績 

 （注） 金額は販売価格によって表示しております。 

(2）商品仕入実績 

(3）受注状況 

 見込み生産を行っておりますので、該当事項はありません。 

（単位：百万円）

品目別 当連結会計年度 前年度増減（％） 

ベッド 21,958 9.2 

マットレス 1,758 △38.4 

病室用家具 3,483 17.6 

医療用器具備品 2,580 11.3 

その他 789 97.4 

合計 30,569 6.7 

（単位：百万円）

品目別 当連結会計年度 前年度増減（％） 

病室用家具他 5,753 △1.4 

合計 5,753 △1.4 
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３【対処すべき課題】 

 医療業界におきましては、平成20年４月実施の診療報酬の改定で、主に医師の技術料である「本体部分」が８年

ぶりにプラス改定（0.38％）となった一方、都道府県が医療費抑制策の一環で医療費適正化計画をスタートさせま

した。また５月から始まる療養病床削減の受け皿とされる新型老人保健施設への病床転換が注目されます。 

 このような事業環境のもとで、国内市場におきましては①基幹製品のモデルチェンジ、②流通やメンテナンスサ

ービスの子会社との連携強化、③患者の安全確保に資する製品群の更新需要の喚起、④一般消費者向け（インタイ

ムブランド）事業の拡大などに重点的に取り組み、業績の向上をめざします。 

 海外市場におきましては、海外子会社との連携を強化しながら、中東、アジア諸国や米国への販売を拡大してま

いります。 

 また国内の生産体制につきましては、主力の千葉工場の新一貫生産ラインを平成20年５月から本稼動させるなど

して、生産性の向上に努めてまいります。 

４【事業等のリスク】 

  以下において、当社グループの事業展開上、リスクとなると考えられる主な事項を記載いたしました。当社グル

ープはこれらのリスク発生の可能性を認識した上で、その発生を未然に防止し、かつ万が一発生した場合において

も適切に対処する所存であります。 

  なお、以下の記載内容は、当連結会計年度末現在において判断したものであるとともに、当社株式への投資判断

に関連するリスクをすべて網羅するものではありませんので、この点をご留意ください。 

(1) 事業環境における制度変更等リスクついて 

当社グループの製品のほとんどは、公的規制のもとで提供されているものであります。すなわち主力製品である医

療・介護用ベッド（以下ベッド）は、医療保険制度等に基づき運営されている医療施設及び高齢者施設、ならびに介

護保険制度における要介護者のいらっしゃるご家庭で使用に供されるものであります。ベッドは、これらの公的制度

のもとで公定料金（診療報酬・介護報酬）が設定されているものではありませんが、制度変更や定期的な上記公定料

金の改定の影響により、最終顧客である医療施設等の設備投資が減少することも考えられるため、当社グループの事

業、業績及び財政状態は、このような制度変更等により悪影響を受ける可能性があります。 

(2）海外市場での事業拡大に伴うリスクについて 

当社グループは、海外市場での事業拡大を戦略のひとつと位置付けております。しかしながら、国内では通常想定

されないリスク、たとえば輸出・輸入規制の変更、技術・製造インフラの未整備や人材の確保の難しさ等に関わるリ

スクも発生する可能性があると考えております。もしこうしたリスクが発生した場合、当社グループの事業、業績及

び財政状態に悪影響を与える可能性があります。 

(3) 特定の資材等の調達に伴うリスクについて 

当社グループは、資材等の調達において特殊なものがあるため、少数特定の仕入先からしか入手できないものや、

仕入先や供給品の切替えや代替が困難なものがあります。当社グループは、そのような事態に陥らないよう努めてお

りますが、もし不可欠な資材に供給の遅延・中断があり供給不足が生じタイムリーに調達できなくなった場合、これ

らの要因により、当社グループの事業、業績及び財政状態は悪影響を受ける可能性があります。 

(4) 製品や部品（製品等）の欠陥によるリスクについて 

当社グループの製品は、品質システムに関する国際規格（ＩＳＯ9001）や各種の自社基準に基づき製造しておりま

す。しかしながら、製品等に欠陥が全く発生しないという保証はありません。もし大規模な無償交換（リコール）に

つながる製品等の欠陥が生じた場合、多大な費用が必要となり会社の信用も低下することが予想されるため、当社グ

ループの事業、業績及び財政状態は悪影響を受ける可能性があります。 

５【経営上の重要な契約等】 

 該当事項はありません。 
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６【研究開発活動】 

当社は、「先進の技術と優しさで、快適なヘルスケア環境を創造します。」という企業理念に基づき、研究開発活

動を行っております。当社の研究開発活動は、技術本部の開発、デザイン及び設計の３部門が担当しており、役割分

担の概要は、次のとおりであります。 

開発部の主な開発項目は、①ユーザー本人や介護・看護者の負担軽減のためのベッドにおけるメカトロニクス技術

の開発、②ユーザーの利用状況を的確に把握するための情報技術の開発、③褥瘡予防や「快適な眠り」の提供のため

のマットレスの研究・開発であります。デザイン部では、ユニバーサルデザインの考え方に基づき、出来るだけ多く

の人に分かりやすく、安全で使い勝手のよいデザイン開発を行っております。設計部では、これらの研究・開発成果

をもとに製品化しております。 

当連結会計年度の研究開発費は10億２百万円であり、主な成果は次のとおりであります。 

研究活動といたしましては、「睡眠と高齢者介護の研究」、「寝床環境と眠り」、「ベッド内蔵式の離床・在床セ

ンサの研究」、「立ち上がり動作支援装置の研究」、「マットレスの性能向上」等をテーマに実施いたしました。

「寝床環境と眠り」については、日本生理人類学会で「寝具とマットレスの寝心地検証」、日本睡眠学会で「鼾など

へ睡眠前の側臥位指示の影響」についての研究成果をそれぞれ発表いたしました。 

新製品といたしましては、在宅介護分野において、上半期には介護保険改正の影響によるレンタル価格の下落対策

として、廉価型レンタル用介護ベッド「メロナシリーズ」を７月に上市いたしました。また下半期には、自動採尿器

「スカットクリーン」のメンテナンス性・使い勝手・フィット感の向上と脱臭機能の追加をしたフルモデルチェンジ

を８年ぶりに行い10月に上市いたしました。 

次に病院・施設分野においては、上半期に高級感・上質感向上のため、病院・施設用特別室向電動ベッド「SO-

7000」を「INTIMEシリーズ」とフレームの共通化を図り４月にモデルチェンジを行ったほか、ベッドの低床化に伴い

ベッド周りで使用されるハルンバッグに起因する尿路感染の防止に期待できる「ハルンバッグフック」を８月に上市

いたしました。 

下半期には、落下防止用柵のストッパーの安全性向上と柵の機能向上を目的にハイローストレッチャー「KK-720シ

リーズ」のモデルチェンジを行い１月に上市いたしました。また、2月に上市いたしました折りたたみベッドサイド

レールは、ご利用者の嵌まり込み等に対して医療用ベッドの安全規格（IEC60601-2-38）の安全寸法に則った隙間を

確保することによって大幅な安全性向上が計られました。 

また、子会社パラテクノ㈱のレンタル事業取り扱い製品として、清拭タイプのリバーシブル（表裏の硬さが異な

る）マットレス「エバーフィット-レンタル専用マットレス」を市場の取り返しを目的に10月に上市いたしました。 

コンシューマ分野においては、下半期にINTIMEブランド製品をよりお買い求めやすくし、シェアーの拡大を目的に

2モータータイプの普及版を新たに機種追加し、10月に上市いたしました。 

その他の活動といたしましては、医療用ベッドの国際規格「IEC60601－2－38」の改定作業を経済産業省の支援を

受けた委員会で検討していますが、当社は日本代表として2008年３月のフランクフルト（ドイツ）国際会議への参加

や委員会の中の検討にも加わり、中心的な役割を担っております。 
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７【財政状態及び経営成績の分析】 

  当連結会計年度における財政状態及び経営成績の分析は、以下のとおりであります。 

(1) 重要な会計方針及び見積り 

当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されて

おります。この連結財務諸表の作成にあたり、見積りが必要となる事項につきましては、合理的な基準に基づき、

会計上の見積りを行っております。 

詳細につきましては、「第５ 経理の状況 １ (1)連結財務諸表 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事

項」に記載しております。 

  

(2) 財政状態の分析 

①資産 

流動資産は、前年度に比べて19百万円減少し、368億26百万円となりました。 

固定資産は、前年度に比べて17億39百万円増加し、413億72百万円となりました。これは主に千葉工場の新一貫

生産ラインの建設に伴う有形固定資産の増加（前年度比11億31百万円増）によるものであります。 

この結果、当期末の総資産は、前年度に比べて17億20百万円増加し、781億98百万円となりました。 

②負債 

流動負債は、前年度に比べて22億66百万円増加し、112億65百万円となりました。これは主に、短期借入金の増

加（前年度比９億82百万円増）、設備投資に伴う設備未払金の増加（前年度比７億65百万円増）によるものであり

ます。 

固定負債は、前年度に比べて８億76百万円増加し、28億45百万円となりました。これは主に、退職給付引当金の

増加（前年度比３億89百万円増）によるものであります。 

この結果、当期末の負債合計は、前年度に比べて31億42百万円増加し、141億11百万円となりました。 

③純資産 

当期末の純資産合計は、前年度に比べて14億22百万円減少し、640億87百万円となりました。これは主に、利益

剰余金の減少（前年度比６億32百万円減）、その他有価証券評価差額金の減少（前年度比６億78百万円減）による

ものであり、この結果、総資産に占める自己資本比率は81.8％となりました。 

(3) 経営成績の分析 

①売上高及び売上総利益 

売上高は、前年度に比べて12.6％増加し、404億39百万円となりました。これは主に、前年度に子会社化したフ

ランスのコロナ・メディカル社の売上高が加わったことによるものであります。 

売上総利益は、前年度に比べて13.7％増加の140億82百万円となりました。これは主に、売上の増加によるもの

であります。この結果、売上総利益率は、前年度に比べて0.3ポイント増の34.8％となりました。 

②営業利益及び経常利益 

営業利益は、前年度に比べて88.7％増加し、15億87百万円となりました。これは主に、前年度に実施した合理化

効果（単体）のほか連結子会社の収益改善によるものであります。この結果、売上高営業利益率は、前年度に比べ

て1.6ポイント増の3.9％となりました。 

経常利益は、前年度に比べて37.7％減少し、18億33百万円となりました。これは主に、前年度に大幅に増加した

金融収益が当期は縮小したためであります。この結果、売上高経常利益率は、前年度に比べて3.7ポイント減の

4.5％となりました。 

③当期純利益 

当期純利益は、５億84百万円（前年度20億33百万円の損失）となりました。これは主に、前年度は希望退職に係

る割増退職金など特別損失を約54億円計上しましたが、当期は特別損失が大幅に縮小したためであります。 

この結果、１株当たり当期純利益は19.22円（前年度△66.83円）となり、自己資本当期純利益率は0.9％（前年

度△3.0％）となりました。 

(4) キャッシュ・フローの分析 

キャッシュ・フローの分析につきましては、「第２ 事業の状況 １.業績等の概要 （2）キャッシュ・フロー」

に記載のとおりであります。 
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第３【設備の状況】 

１【設備投資等の概要】 

当社グループが当連結会計年度に実施した設備投資の主な内容は、次のとおりであります。 

まず、製造設備につきましては、前連結会計年度より取り組んでいる工場再編計画の一環として、主力の千葉工場

に新一貫生産ラインの建設費として13億99百万円を投資いたしました。同ラインは平成20年５月から本稼動させてお

ります。このほか、廉価型レンタル用介護ベッドとして７月に上市した「メロナシリーズ」をはじめとする新製品の

開発・量産に伴う金型等に３億31百万円を投資いたしました。 

次に、販売設備につきましては、福岡支店の隣接土地の取得に１億61百万円を投資いたしました。 

無形固定資産（ソフトウェア）につきましては、情報セキュリティシステムの構築に３億７百万円を投資いたしま

した。 

以上の結果、当連結会計年度の設備投資は、総額32億67百万円となりました。 

なお、当連結会計年度に実施した重要な設備の除却、売却等はありません。 

記載金額はいずれも有形・無形固定資産受入ベース数値であり、消費税等は含まれておりません。 
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２【主要な設備の状況】 

(1）提出会社 

平成20年３月31日現在

事業所名 
（所在地） 

設備の内容 

帳簿価額（百万円） 
従業員数
（名） 建物及び構

築物 
機械装置及
び運搬具 

土地 
(面積㎡) 

その他 合計 

千葉工場 

（千葉県山武市） 

ベッド・病室用家具等

生産設備 
2,457 1,522 

1,461 

(72,427)
488 5,929 200 

松尾工場 

（千葉県山武市） 

ベッド・マットレス等

生産設備 
364 291 

186 

(20,576)
11 853 53 

大平工場 

（千葉県山武市） 

ベッド・病室用家具等

生産設備 
340 53 

242 

(27,576)
13 649 55 

本社 

（東京都江東区） 

統括設備、研究開発設

備及び販売設備 
2,759 44 

19 

(511)

[4,138]

538 3,362 224 

札幌支店 

（札幌市中央区） 
販売設備 296 0 

106 

(491)
1 403 20 

仙台支店 

（仙台市若林区） 
同上 174 0 

532 

(1,997)
0 708 27 

さいたま支店 

（さいたま市中央区） 
同上 268 0 

618 

(1,353)
2 889 29 

横浜支店 

（東京都町田市） 
同上 426 0 

1,227 

(1,540)
7 1,661 35 

名古屋支店 

（名古屋市東区） 
同上 661 15 

642 

(930)
4 1,324 28 

名古屋配送センター 

（名古屋市中川区） 
その他の設備 90 4 

163 

(1,190)
0 259 1 

大阪支店 

（大阪市西区） 
販売設備 671 13 

120 

(792)
8 814 44 

広島支店 

（広島市西区） 
同上 167 0 

138 

(333)
3 309 24 

高松支店 

（高松市郷東町） 
同上 84 0 

112 

(1,366)
1 199 14 

福岡支店 

（福岡市博多区） 
同上 135 0 

433 

(970)
5 574 33 

INTIME札幌 

（札幌市中央区） 
同上 17 － － 0 18 － 

INTIME京橋 

（東京都中央区） 
同上 14 － － 9 24 4 

INTIME心斎橋 

（大阪市中央区）  
同上  6 － － 1 7 － 

カスタマーサービスセンタ

ー 

（千葉県船橋市） 

その他の設備 175 2 
1,925 

(2,735)
1 2,104 5 

厚生施設 

（千葉県山武市） 
同上 62 － 

130 

(14,710)
0 193 － 

厚生施設他５件 

（東京都江東区他） 
同上 354 4 

44 

(1,845)
1 404 － 
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(2）在外子会社 

 （注）１．帳簿価額には、建設仮勘定の金額を含んでおりません。 

２．上記中土地欄の[外書]は、連結会社以外からの賃借設備[面積㎡]であります。 

３．上記の他、連結会社以外からの主要な賃借設備の内容は、以下のとおりであります。 

４．コロナ・メディカル社の設備の一部は、フランスの連結子会社SCIロクシ及びSCIパルシから賃借しているも

のであります。 

提出会社 

３【設備の新設、除却等の計画】 

(1）重要な設備の新設等 

提出会社 

(2）重要な設備の除却等 

 該当事項はありません。 

平成20年３月31日現在

会社名 主な所在地 設備の内容 

帳簿価額（百万円）   

建物及び
構築物 

機械装置及
び運搬具 

土地 
（面積㎡） 

その他 合計 
従業員数

(名) 

ＰＴ.パラマウント 

ベッドインドネシア 

インドネシア 

ブカシ県 

ベッド・病室

用家具等生産

設備 

259 92 
－ 

[30,420]
52 404 177 

八楽夢床業(中国)有限公司 
中国江蘇省 

無錫市 

ベッド・病室

用家具等生産

設備 

364 471 
－ 

[56,860]
99 935 65 

コロナ・メディカル社 

フランス 

ロッシュコルボ

ン 

ベッド・病室

用家具等生産

設備 

155 98 
84 

[48,795]
11 350 128 

設備の内容 台数 
リース期間 
（年間） 

年間リース料 
（百万円） 

リース契約残高 
（百万円） 

コンピューター 一式 ４～５ 130 332 

事業所名 所在地 設備の内容 

投資予定金額 
資金調達
方法 

着手及び完了予定 
完成後の 
増加能力 総額 

（百万円）
既支払額 

（百万円）
着手 完了 

 千葉工場 千葉県山武市 

工場再編  

同期・同調生

産ライン構築

2,283 1,878 自己資金
平成18年

12月  

平成21年

９月  

 生産効率

 の向上 
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第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

（１）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

（２）【新株予約権等の状況】 

   旧商法280条ノ20及び280条ノ21の規定に基づく新株予約権の状況（平成14年６月27日定時株主総会決議） 

        平成19年６月29日をもって行使期間を満了したことにより、失権いたしました。 

（３）【ライツプランの内容】 

        該当事項はありません。 

  （４）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 （注） 新株引受権付社債の新株引受権の行使 

（５）【所有者別状況】 

 （注）１．自己株式1,264,593株は「個人その他」に12,645単元、「単元未満株式の状況」に93株含まれております。

なお自己株式1,264,593株は株主名簿記載上の株式数であり、平成19年３月31日現在の実質的保有株は

1,264,541株であります。 

２．「その他の法人」及び「単元未満株式の状況」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が、それぞれ26単元

及び17株含まれております。 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 126,000,000 

計 126,000,000 

種類 
事業年度末現在発行数

（株） 
（平成20年３月31日） 

提出日現在発行数
（株） 

（平成20年６月27日） 

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名 

内容 

普通株式 31,682,526  同左 
東京証券取引所 

市場第１部 
－ 

計 31,682,526  同左 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増減
額（百万円） 

資本準備金残
高（百万円） 

平成11年４月１日 

～ 

平成12年３月31日 

（注） 

1,558,904 31,682,526 5,085 6,591 6,483 7,276 

平成20年３月31日現在

区分 

株式の状況（１単元の株式数100株） 
単元未満株
式の状況
（株） 

政府及び地
方公共団体 

金融機関 
金融商品 
取引業者 

その他の 
法人 

外国法人等 
個人その他 計 

個人以外 個人 

株主数（人） － 36 31 161 85 1 15,903 16,217 － 

所有株式数

（単元） 
－ 38,024 1,155 78,866 44,540 1 153,205 315,791 103,426 

所有株式数の

割合（％） 
－ 12.04 0.37 24.97 14.10 0.00 48.52 100.00 － 
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（６）【大株主の状況】 

 （注）１．当社は自己株式1,264千株を保有しておりますが、上記大株主からは除外しております。 

２．木村隆輔氏は、平成19年８月４日逝去されましたが、平成20年３月31日現在名義書換未了です。 

３．トレードウィンズ・グローバル・インベスターズ・エルエルシーから、平成19年10月２日付の大量保有に関

する変更報告書の写しの送付があり、平成19年９月26日現在で1,955千株を保有している旨の報告を受けて

おりますが、当社として当事業年度末時点における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の

状況には含めておりません。 

なお、変更報告書の内容は以下のとおりです。 

    大量保有者       トレードウィンズ・グローバル・インベスターズ・エルエルシー 

    住所          アメリカ合衆国90067 カリフォルニア州ロス・アンゼルス、 

              センチュリー・パーク・イースト 2049番地 20階 

    保有株券等の数     株式 1,955,000株 

    株券等保有割合     6.17％ 

平成20年３月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％） 

木村興産株式会社 東京都江東区亀戸１－16－８ 6,607 20.86 

木村憲司 東京都品川区 2,535 8.00 

木村恭介 東京都港区 1,913 6.04 

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区内幸町１－１－５ 1,203 3.80 

木村通秀 東京都新宿区 1,195 3.77 

木村隆輔 東京都港区 669 2.11 

シービーロンドン ステイツチング 

ペンシヨエンフオンズ ゾーグ エン 

ウエルジジン   

（常任代理人 シティバンク銀行 

 株式会社） 

UTRECHTSEWEG 91，3702AA ZEIST 

NETHERLANDS 
640 2.02 

ノーザン トラスト カンパニー 

（エイブイエフシー）サブ  アカウント 

アメリカン クライアント 

（常任代理人 香港上海銀行 

 東京支店）    

50 BANK STREET CANARY WHART LONDON E14 

5NT UK 
581 1.84 

財団法人木村看護教育振興財団 東京都文京区本郷５－25－14 570 1.80 

ステート ストリート バンク アンド 

トラスト カンパニー   

（常任代理人 ㈱みずほコーポレート 

 銀行兜町証券決済業務室）  

P.O.BOX 351 BOSTON MASSACHUSETTS 

02101 U.S.A. 
520 1.64 

計 － 16,438 51.88 

2008/06/19 10:51:22パラマウントベッド株式会社/有価証券報告書/2008-03-31



（７）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注） 「完全議決権株式（その他）」の株式数の欄には、証券保管振替機構名義の株式が2,600株含まれておりま

す。また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数が26個含まれております。

②【自己株式等】 

（８）【ストックオプション制度の内容】 

      該当事項はありません。 

平成20年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式  1,264,500 － － 

完全議決権株式（その他）   （注） 普通株式   30,314,600 303,146 － 

単元未満株式 普通株式      103,426 － 
１単元（100株）

未満の株式 

発行済株式総数 31,682,526 － － 

総株主の議決権 － 303,146 － 

平成20年３月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

パラマウントベッド 

株式会社 

東京都江東区東砂 

２－14－５ 
1,264,500 － 1,264,500 3.99 

計 － 1,264,500 － 1,264,500 3.99 
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２【自己株式の取得等の状況】 

【株式の種類等】 会社法第155条第７号に該当する普通株式の取得 

（１）【株主総会決議による取得の状況】 

     該当事項はありません。 

（２）【取締役会決議による取得の状況】 

     該当事項はありません。 

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

 （注）当期間における取得自己株式には、平成20年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取

    りによる株式は含まれておりません。 

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

 （注）当期間における保有自己株式数には、平成20年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買

    取りによる株式は含まれておりません。 

区分 株式数（株） 価額の総額（円） 

当事業年度における取得自己株式 2,034 3,464,738 

当期間における取得自己株式 164 221,314 

区分 

当事業年度 当期間 

株式数（株） 
処分価額の総額

（円） 
株式数（株） 

処分価額の総額 
（円） 

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － － 

消却の処分を行った取得自己株式 － － － － 

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行っ

た取得自己株式 
－ － － － 

その他 

（－） 
－ － － － 

保有自己株式数 1,264,541 － 1,264,705 － 
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３【配当政策】 

 当社は、株主の皆様への利益還元を経営の重要な政策と位置づけており、業績に対応した配当を行うことを基本

方針としております。また、今後の業容の拡大を図るため、設備投資や研究開発投資を積極的に行うなど経営基盤

を強化する観点から、内部留保を充実することも併せて勘案したうえで、配当を決定する方針をとっております。 

 当社は、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本方針としております。 

 これらの剰余金の配当の決定機関は、期末配当については株主総会、中間配当については取締役会であります。 

 当事業年度の配当につきましては、安定的、継続的な利益還元の観点から、１株当たり30円の配当（うち中間配

当15円）を実施いたしました。この結果、当事業年度の配当性向は99.0％となりました。 

 当社は、「取締役会の決議により、毎年９月30日を基準日として、中間配当を行うことができる」旨を定款に定

めております。 

 なお、当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。 

４【株価の推移】 

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は東京証券取引所（市場第１部）におけるものであります。 

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は東京証券取引所（市場第１部）におけるものであります。 

決議年月日 
配当金の総額 

（百万円） 

１株当たり配当額 

（円） 

 平成19年11月13日 

 取締役会決議 
456 15 

 平成20年６月27日 

 定時株主総会決議 
456 15 

回次 第56期 第57期 第58期 第59期 第60期 

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月 

最高（円） 2,890 3,480 2,970 2,800 2,375 

最低（円） 1,960 2,505 2,525 1,760 1,173 

月別 平成19年10月 11月 12月 平成20年１月 ２月 ３月 

最高（円） 1,575 1,644 1,650 1,459 1,466 1,400 

最低（円） 1,415 1,474 1,433 1,173 1,315 1,220 
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５【役員の状況】 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数 
（千株） 

取締役社長 

(代表取締役) 
  木村 憲司 昭和22年６月21日生 

昭和52年４月 当社入社 

昭和52年８月 取締役就任 

昭和54年８月 常務取締役就任 

昭和62年９月 専務取締役就任 

平成３年４月 当社代表取締役社長就任（現

任） 

（注）５ 2,535 

取締役副社長 

(代表取締役) 
  木村 恭介 昭和25年９月20日生 

昭和54年４月 当社入社 

昭和54年８月 取締役就任 

昭和62年９月 常務取締役就任 

平成３年４月 専務取締役就任 

平成９年４月 当社代表取締役副社長就任

（現任） 

平成18年12月 八楽夢床業（中国）有限公司

董事長（現任） 

（注）５ 1,913 

取締役 
財務システム 

本部長 
木村 通秀 昭和33年９月11日生 

昭和58年２月 当社入社 

昭和61年７月 経営企画室長 

昭和62年９月 取締役就任 

平成12年４月 取締役財務システム本部長就

任（現任） 

（注）５ 1,195 

取締役 管理本部長 加藤 忠治 昭和25年９月２日生 

昭和50年４月 当社入社 

平成10年４月 営業副本部長 

平成11年６月 取締役就任 

平成14年６月 取締役管理本部長就任（現

任） 

（注）５ 6 

取締役 営業本部長 坂本 郁夫 昭和28年４月30日生 

昭和52年４月 当社入社 

平成11年６月 営業本部長施設担当兼営業本

部統括室長 

平成12年６月 取締役就任 

平成14年６月 取締役営業本部長就任（現

任） 

（注）５ 13 

取締役 
企画・資材 

本部長 
堀内 俊雄 昭和23年４月６日生 

平成12年10月 当社入社 

平成13年６月 執行役員企画部長 

平成16年６月 取締役企画部長就任（現任） 

平成18年９月 取締役企画・資材本部長（現

任） 

（注）５ 4 

取締役    徳田 浩克   昭和12年８月15日生  

昭和35年６月 本田技研工業㈱入社 

平成２年11月 (株)ユタカ技研常務取締役 

平成５年６月 同社代表取締役副社長  

平成10年９月 (有)プランニング・ヒロ代表 

取締役（現任） 

平成18年６月 当社取締役就任（現任） 

（注）５ － 

常勤監査役   柴田 勝裕 昭和19年２月26日生 

平成13年８月 当社入社 

  執行役員財務部長 

平成16年６月 常勤監査役就任（現任） 

（注）６ 1 

常勤監査役   古谷 泰信 昭和25年６月12日生 

平成13年10月 当社入社 

平成15年７月 生産本部副本部長 

平成20年６月 常勤監査役就任（現任） 

（注）６ 1 

監査役   池上 悦次 昭和14年４月26日生 

昭和33年４月 東京国税局入局 

平成９年８月 税理士事務所開業 

平成15年６月 当社監査役就任（現任） 

（注）７ 3 

監査役   岡 ゆかり 昭和38年４月26日生 

平成７年３月 最高裁判所司法研修所終了 

平成７年４月 弁護士登録 

平成19年６月 当社監査役就任（現任） 

（注）７ － 

        計  5,673 
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 （注）１．取締役副社長木村恭介と取締役木村通秀は、取締役社長木村憲司の弟であります。 

     ２. 取締役徳田浩克は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。 

３．監査役池上悦次と監査役岡ゆかりは、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

４. 当社は、法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、会社法第329条第２項に定める補欠監査

役１名を選任しております。補欠監査役の略歴は次のとおりであります。  

５．平成19年６月28日開催の定時株主総会の終結の時から２年間。 

６．平成20年６月27日開催の定時株主総会の終結の時から４年間。 

７．平成19年６月28日開催の定時株主総会の終結の時から４年間。 

氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 

（千株） 

 田口 武尚 昭和18年７月14日生 

昭和37年４月  東京国税局入局 

平成13年７月  立川税務署長 

平成14年８月  税理士登録 

平成19年６月  当社補欠監査役（現任） 

1 
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６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

１．コーポレート・ガバナンスに関する基本的考え方 

 コーポレート・ガバナンスの充実の目的は、経営の合理性、適法性や透明性を徹底することを通じて、企業価値を

高め、企業の社会的責任を果たすことであります。今後もコーポレート・ガバナンスの充実は、経営上の最重要課題

のひとつとして位置付け、積極的に取り組んでまいります。 

 上記にある経営の合理性、適法性、透明性に関し、以下に補足説明をいたします。 

 経営の合理性の向上  

 企業価値の最大化を目指し、株主をはじめとするステークホルダーへの利益の還元に努めていくため、経営環境の

変化に迅速に対応できる適正な意思決定と業務執行の効率化が可能となる社内体制を構築し、企業経営の合理性を向

上させてまいります。 

 適法性（コンプライアンス）の徹底 

 法令の遵守はもちろんのことですが、内部統制システムの実効性を高めるための関連の社内諸規程等を整備すると

ともに、企業倫理の観点から社員のコンプライアンス意識を醸成し、それに基づき各部門が業務を遂行していくよ

う、適法性の徹底に努めてまいります。 

 透明性の向上 

 株主をはじめとするステークホルダーに対し、適時適切で、かつ積極的な情報公開を行うことで、ディスクロージ

ャーをさらに充実させ、経営内容の公明性や透明性を高めてまいります。 

２．会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況等 

（1）会社の機関の基本説明 

 当社は監査役制度を採用しており、取締役会及び監査役会を設置しております。また、執行役員制を導入して

おり、意思決定及び業務執行の迅速化を図っています。 

（2）会社の機関・内部統制の関係図 

 株主総会 

取締役会 
取締役７名 

(うち社外取締役１名) 

監査役会 
監査役４名 

(うち社外監査役２名) 

代表取締役社長 

選任・解任
選任・解任

選任・解任 

経営会議 
(業務執行の意思統一) 

取締役・執行役員 

執行役員７名

会計監査人 

選任・解任

各事業部門・グループ会社 

連携

内部監査室 企業倫理室 

報告

指示/報告

会計監査

連携

指示/報告

選任・解任

監査報告 啓発・指導業務執行

報告 連携

監査
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（3）会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況 

  ａ．取締役会は、取締役７名で構成し、原則として毎月１回開催しております。法令で定められた事項や経営上重要

な事項について議論し迅速な意思決定が行われております。 

ｂ．監査役会は、監査役４名（うち社外監査役２名）で構成し、原則として毎月１回開催しております。また監査役

会が定めた監査方針や業務の分担に基づき、次の事項等により厳正な監査を実施しております。すなわち、①取

締役会などの重要な会議に出席し、必要に応じて意見を述べる、②取締役等から営業報告を聴取したり、重要書

類を閲覧したりして、厳正な監査を実施する、③業務及び財産の状況について各事業所並びに子会社の訪問監査

をする。 

ｃ．意思決定及び業務執行の迅速化を図るため、経営機構改革の一環として、平成13年６月に執行役員制を導入して

おります。 

ｄ．経営会議は、取締役及び執行役員等で構成し、原則として毎月１回開催しております。毎回さまざまな経営課題

を幅広く取り上げ活発な議論を行い、経営活動の最適化を図っております。 

 ｅ．社長直属の内部監査室（４名）が、内部監査規程に基づき、連結子会社を含めた全部門を対象に業務監査及び会

計監査を計画的に実施しております。監査の実効性を確保するため、改善事項を指摘された被監査部門は、改善

の進捗状況を定期的に報告する義務があります。 

ｆ．企業倫理室が、ステークホルダーの立場を尊重する当社の姿勢を盛り込んだ「コンプライアンスマニュアル」を

含む『企業倫理ガイドブック』を全社員に配布しており、企業倫理の観点から社員の啓発、指導を行っておりま

す。 

（4）内部監査部門及び会計監査人の監査役との連携状況 

 ａ．監査役と内部監査室の連携については、監査役は内部監査室から監査計画、結果の報告を受け、意見交換を実施

しております。また、会計監査人による監査の報告会にて問題の共有化を図るとともに、必要に応じて監査役・

内部監査室の合同監査も実施しております。 

 ｂ．監査役と会計監査人の連携については、監査役は会計監査人から監査の計画、結果について説明を受け、随時情

報交換や意見交換を実施しております。また、会計監査人による事業所ならびに子会社往査の際にも、必要に応

じて監査役が同行し立会いを行っております。 

（5）会計監査の状況 

当社は、会計監査人である監査法人トーマツと監査契約を締結し、同監査法人から厳正な会計監査を受けており

ます。当社の会計監査業務を執行した公認会計士は、同監査法人の鈴木欽哉氏、髙橋正伸氏の２名であり、また監

査業務に係る補助者の構成については、公認会計士が３名、その他が５名となっております。 

（6）会社と社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係 

当社では、取締役７名のうち１名が社外取締役であります。社外取締役との人的関係、資本的関係はありません

が、取引関係その他の利害関係として、社外取締役 徳田浩克氏が代表取締役を兼務する会社との間に、コンサル

ティング業務に係る取引関係があります。一方、監査役は４名のうち２名が社外監査役であります。社外監査役と

の人的関係、資本的関係、又は取引関係その他利害関係はありません。 

（7）役員報酬等の内容 

当事業年度における役員に対して支払った報酬等は、取締役への報酬等の総額が１億75百万円（うち社外取締役

８百万円）、監査役への報酬の総額が51百万円（うち社外監査役15百万円）であります。なお、取締役への報酬等

の総額には、使用人兼務取締役の使用人給与相当額67百万円が含まれておりません。 

（8）監査報酬の内容 

  当事業年度における監査法人トーマツに対する、公認会計士法第２条第１項に規定する監査証明業務に基づく報

酬は27百万円、それ以外の業務に基づく報酬は９百万円であります。 

（9）取締役の定数 

当社の取締役は、12名以内とする旨定款に定めております 
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（10）取締役の選解任の要件 

取締役の選任決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その

議決権の過半数をもって行い、累積投票によらないものと定めています。また、解任決議は、議決権を行使するこ

とができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行うものと定

めています。 

（11）責任限定契約について 

当社と社外取締役及び社外監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の責任につい

て、責任限定契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、会社法第425条第１項に定め

る最低責任限度額を限度としております。なお、当該責任限定が認められるのは、当該社外取締役または社外監査

役が、その職務を行うにあたり善意でかつ重大な過失がないときに限られます。 

（12）取締役会で決議することができる株主総会決議事項 

  ａ．自己株式の取得 

 当社は、経営環境の変化に対応した機動的な資本政策を可能とするため、会社法第165条第２項の規定により、

取締役会の決議によって市場取引等により自己の株式を取得することができる旨を定款に定めております。 

  ｂ．中間配当 

 当社は、株主への機動的な利益還元を行うことを目的として、会社法第454条第５項の規定により、取締役会の

決議によって毎年９月30日を基準日として中間配当をすることができる旨を定款に定めております。 

  ｃ．取締役及び監査役の責任免除 

 当社は、取締役及び監査役が期待される役割を十分に発揮できるよう、会社法第426条第１項の規定により、任

務を怠ったことによる取締役（取締役であった者を含む。）及び監査役（監査役であった者を含む。）の損害賠償

責任を、同法第425条第１項に定める範囲内で、取締役会の決議によって免除することができる旨を定款に定めて

おります。 

（13）株主総会の特別決議要件 

当社は、株主総会の円滑な運営を行うことを目的として、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要

件について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３

分の２以上に当たる多数をもって行う旨を定款に定めております。 

（14）リスク管理体制の整備の状況 

当社は、全社的なリスク管理体制の強化を目指し、リスク管理基本規程を制定し、個々のリスクごとに責任部署

を定めリスク管理を行っております。万一重大なリスクが発生したとき、もしくは発生するおそれがある場合に

は、同規程に基づき、原則として代表取締役社長を対策本部長とした緊急対策本部を直ちに招集します。必要に応

じて外部の専門家（顧問弁護士・税理士等）の指導助言を受けるとともに、迅速な対応を行うことで被害の最小化

に努めるとともに、再発防止の対策を講じる体制をとっております。  
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第５【経理の状況】 

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。

以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前連結会計年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正前の連結財務諸表規則に基づ

き、当連結会計年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作

成しております。 

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前事業年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事

業年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しておりま

す。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日ま

で）の連結財務諸表及び前事業年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）の財務諸表について、並び

に、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当連結会計年度（平成19年４月１日から平成20年３月31

日まで）の連結財務諸表及び当事業年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）の財務諸表について、監

査法人トーマツにより監査を受けております。 
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１【連結財務諸表等】 

（１）【連結財務諸表】 

①【連結貸借対照表】 

    
前連結会計年度 

（平成19年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成20年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（資産の部）               

Ⅰ 流動資産               

１．現金及び預金     7,217     11,505   

２．受取手形及び売掛金 ※３    14,529     14,302   

３．有価証券     9,061     6,094   

４．たな卸資産     4,725     3,763   

５．繰延税金資産     355     668   

６．その他     961     549   

貸倒引当金     △5     △56   

    流動資産合計     36,845 48.2   36,826 47.1 

Ⅱ 固定資産               

１．有形固定資産               

(1）建物及び構築物 ※４  24,100     24,549     

減価償却累計額   13,532 10,567   14,120 10,428   

(2）機械装置及び運搬具   6,943     7,929     

減価償却累計額   5,215 1,727   5,304 2,624   

(3）土地 ※４    8,084     8,189   

(4）建設仮勘定     6     121   

(5）その他   6,551     6,847     

減価償却累計額   5,188 1,363   5,331 1,516   

有形固定資産合計     21,748 28.4   22,880 29.3 

２．無形固定資産               

(1）のれん     902     1,273   

(2）その他     2,202     2,354   

無形固定資産合計     3,105 4.1   3,628 4.6 

３．投資その他の資産               

(1）投資有価証券 ※５   11,210     11,325   

(2）繰延税金資産     746     588   

(3) その他 ※２   2,941     3,038   

貸倒引当金     △120     △89   

投資その他の資産合計     14,778 19.3   14,863 19.0 

  固定資産合計     39,632 51.8   41,372 52.9 

  資産合計     76,478 100.0   78,198 100.0 
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前連結会計年度 

（平成19年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成20年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（負債の部）               

Ⅰ 流動負債               

１．買掛金     5,764     5,653   

２．短期借入金     －     1,061   

３．未払法人税等     34     246   

４．賞与引当金     551     627   

５．その他 ※４    2,648     3,676   

  流動負債合計     8,999 11.8   11,265 14.4 

Ⅱ 固定負債               

１．長期借入金     24     66   

２．退職給付引当金     987     1,377   

３．その他     957     1,402   

  固定負債合計     1,969 2.5   2,845 3.6 

  負債合計     10,968 14.3   14,111 18.0 

（純資産の部）               

Ⅰ 株主資本               

１．資本金     6,591 8.6   6,591 8.4 

２．資本剰余金     7,276 9.5   7,276 9.3 

３．利益剰余金     53,783 70.3   53,151 68.0 

４．自己株式     △3,533 △4.6   △3,537 △4.5 

  株主資本合計     64,118 83.8   63,482 81.2 

Ⅱ 評価・換算差額等               

１．その他有価証券評価 
差額金 

    1,130 1.5   452 0.6 

２．為替換算調整勘定     161 0.2   2 0.0 

 評価・換算差額等合計     1,291 1.7   454 0.6 

Ⅲ 少数株主持分     100 0.2   150 0.2 

純資産合計     65,509 85.7   64,087 82.0 

負債純資産合計     76,478 100.0   78,198 100.0 
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②【連結損益計算書】 

    
前連結会計年度 

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 売上高     35,927 100.0   40,439 100.0 

Ⅱ 売上原価 ※２   23,540 65.5   26,357 65.2 

売上総利益     12,387 34.5   14,082 34.8 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※1,2   11,546 32.2   12,494 30.9 

営業利益     841 2.3   1,587 3.9 

Ⅳ 営業外収益               

１．受取利息   106     155     

２．受取配当金   114     109     

３．為替差益   228     －     

４．保険金収入   43     75     

５．投資事業組合出資金 
運用益 

  747     －     

６．匿名組合出資金運用益   813     266     

７．その他   60 2,113 5.9 159 765 1.9 

Ⅴ 営業外費用               

１．支払利息   －     55     

２．為替差損   －     93     

３．投資事業組合出資金 
運用損 

  －     188     

４．たな卸資産評価損   9     127     

５．その他   2 12 0.0 55 518 1.3 

経常利益     2,942 8.2   1,833 4.5 

Ⅵ 特別利益               

１．投資有価証券売却益   144     153     

２．固定資産売却益 ※３ 0     3     

３．償却債権取立益   0     0     

４．貸倒引当金戻入益   0 145 0.4 － 157 0.4 

Ⅶ 特別損失               

１．投資有価証券売却損   17     70     

２．投資有価証券評価損   －     48     

３．固定資産除売却損 ※４  310     104     

４．減損損失 ※５  797     95     

５．臨時償却費   －     24     

６．希望退職者割増退職金   3,829     －     

７．再就職支援金   84     －     

８．たな卸資産廃棄損   408     276     

９．社葬関連費   －     33     

10．在外子会社リストラク
チャリング費用 

※６  － 5,447 15.2 112 764 1.9 

税金等調整前当期 
純利益（△損失） 

    △2,359 △6.6   1,226 3.0 

法人税、住民税及び 
事業税 

  61     321     

法人税等調整額   △348 △287 △0.8 307 629 1.6 

少数株主損失 
（△利益） 

    38 0.1   △12 △0.0 

当期純利益（△損失）     △2,033 △5.7   584 1.4 
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③【連結株主資本等変動計算書】 

前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 （注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日 残高（百万円） 6,591 7,276 57,377 △3,529 67,716 

連結会計年度中の変動額          

剰余金の配当（注） － － △760 － △760 

剰余金の配当（中間配当） － － △760 － △760 

取締役賞与（注） － － △40 － △40 

当期純損失 － － △2,033 － △2,033 

自己株式の取得 － － － △4 △4 

株主資本以外の項目の連結会計

年度中の変動額（純額） 
－ － － － － 

連結会計年度中の変動額合計 

（百万円） 
－ － △3,594 △4 △3,598 

平成19年３月31日 残高（百万円） 6,591 7,276 53,783 △3,533 64,118 

 

評価・換算差額等 

少数株主持分 純資産合計 その他 
有価証券 

評価差額金 

為替換算 
調整勘定 

評価・換算 
差額等合計 

平成18年３月31日 残高（百万円） 2,167 131 2,299 126 70,142 

連結会計年度中の変動額          

剰余金の配当（注） － － － － △760 

剰余金の配当（中間配当） － － － － △760 

取締役賞与（注） － － － － △40 

当期純損失 － － － － △2,033 

自己株式の取得 － － － － △4 

株主資本以外の項目の連結会計

年度中の変動額（純額） 
△1,037 29 △1,008 △26 △1,034 

連結会計年度中の変動額合計 

（百万円） 
△1,037 29 △1,008 △26 △4,632 

平成19年３月31日 残高（百万円） 1,130 161 1,291 100 65,509 

2008/06/19 10:51:22パラマウントベッド株式会社/有価証券報告書/2008-03-31



当連結会計年度（自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日） 

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成19年３月31日 残高（百万円） 6,591 7,276 53,783 △3,533 64,118 

連結会計年度中の変動額          

剰余金の配当 － － △1,216 － △1,216 

当期純利益 － － 584 － 584 

自己株式の取得 － － － △3 △3 

株主資本以外の項目の連結会計

年度中の変動額（純額） 
－ － － － － 

連結会計年度中の変動額合計 

（百万円） 
－ － △632 △3 △635 

平成20年３月31日 残高（百万円） 6,591 7,276 53,151 △3,537 63,482 

 

評価・換算差額等 

少数株主持分 純資産合計 その他 
有価証券 

評価差額金 

為替換算 
調整勘定 

評価・換算 
差額等合計 

平成19年３月31日 残高（百万円） 1,130 161 1,291 100 65,509 

連結会計年度中の変動額          

剰余金の配当 － － － － △1,216 

当期純利益 － － － － 584 

自己株式の取得 － － － － △3 

株主資本以外の項目の連結会計

年度中の変動額（純額） 
△678 △158 △836 49 △786 

連結会計年度中の変動額合計 

（百万円） 
△678 △158 △836 49 △1,422 

平成20年３月31日 残高（百万円） 452 2 454 150 64,087 
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

    
前連結会計年度 

（自 平成18年４月１日 
  至 平成19年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 

  至 平成20年３月31日） 

区分 注記 
番号 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー       

  税金等調整前当期純利益（損失：△）   △2,359 1,226 

  減価償却費   1,822 1,903 

   減損損失   797 95 

   のれん償却額   － 241 

  賞与引当金の増減額（減少：△）   △352 43 

  退職給付引当金の増減額（減少：△）   △311 388 

  貸倒引当金の増減額（減少：△）   1 △12 

  受取利息及び受取配当金   △220 △264 

  為替差損益（差益：△）   △138 3 

  保険金収入   △43 △75 

  投資事業組合出資金運用益   △747 － 

  投資事業組合出資金運用損   － 188 

  匿名組合出資金運用益   △813 △266 

  投資有価証券売却益   △144 △153 

  投資有価証券売却損   17 70 

  投資有価証券評価損   － 48 

  固定資産除売却損   310 104 

   希望退職者割増退職金   3,829 － 

  売上債権の減少額   3,488 1,179 

  たな卸資産の減少額   1,003 933 

  仕入債務の減少額   △1,428 △723 

  取締役賞与の支払額   △40 － 

  在外子会社リストラクチャリング 
費用   － 112 

  その他   △659 739 

小計   4,011 5,783 

  利息及び配当金の受取額   202 286 

  利息の支払額   － △55 

  希望退職者割増退職金の支払額   △3,793 △35 

  在外子会社リストラクチャリング 
費用の支払額   － △112 

  法人税等の支払額   △1,773 △100 

営業活動によるキャッシュ・フロー   △1,353 5,765 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー       

  定期預金の預入による支出   △500 － 

  定期預金の満期による収入   － 500 

  有価証券の取得による支出   △2,320 △2,499 

  有価証券の売却による収入   3,999 4,843 

  有形固定資産の取得による支出   △1,954 △2,110 

  有形固定資産の除売却に伴う支出   △55 △14 

  無形固定資産の取得による支出   △567 △392 

  投資有価証券の取得による支出   △5,475 △4,437 

  投資有価証券の売却による収入   3,128 2,127 

  投資事業組合等の分配収入   2,221 212 

  保険積立金の積立による支出   △24 △45 

  保険積立金の満期等による収入   56 114 

  子会社取得のための支出   △953 － 

  子会社取得による収入   － 414 

  その他   448 △1 

投資活動によるキャッシュ・フロー   △1,997 △1,289 
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前連結会計年度 

（自 平成18年４月１日 
  至 平成19年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 

  至 平成20年３月31日） 

区分 注記 
番号 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー       

  短期借入金の増加額   － 55 

  長期借入金の返済による支出   － △101 

  社債の償還による支出   － △170 

  自己株式の取得による支出   △4 △3 

  配当金の支払額   △1,521 △1,216 

財務活動によるキャッシュ・フロー   △1,525 △1,435 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額   55 △64 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額 
  （減少：△）   △4,820 2,977 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   15,247 10,426 

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高   10,426 13,403 
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前連結会計年度 

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項  子会社７社（ＰＴ．パラマウントベッ
ドインドネシア、パラテクノ株式会社、
八楽夢床業(中国)有限公司、コルボン・
ホールディング社他３社）は、連結の範
囲に含めております。 
 上記のうち、コルボン・ホールディン
グ社他３社は、平成18年12月11日のコル
ボン・ホールディング社の株式取得に伴
い、当連結会計年度より連結子会社とな
りました。なお、みなし取得日が４社の
決算日であり、当連結会計年度末との差
異が３ヶ月を超えないため、４社の貸借
対照表のみ連結しております。 

子会社10社（ＰＴ．パラマウントベッ
ドインドネシア、八楽夢床業(中国)有限
公司、コロナ・メディカル社他２社、パ
ラテクノ株式会社、サンネットワーク株
式会社他３社）は、連結の範囲に含めて
おります。 
 なお、連結子会社でありましたコルボ
ン・ホールディング社は、平成19年６月
にコロナ・メディカル社（存続会社）に
吸収合併され、消滅いたしました。 
 また、サンネットワーク株式会社他３
社は、平成19年10月２日のサンネットワ
ーク株式会社の株式取得に伴い、当連結
会計年度より連結子会社となりました。 

２．持分法の適用に関する事項  該当事項はありません。  持分法適用会社はありません。 

  持分法を適用しない関連会社  
 ① 主要な会社等の名称 
   サンワークス株式会社 
   サンネットワーク岐阜株式会社 
   サンネットワークリブ株式会社 
 ②  持分法を適用しない理由 

 持分法非適用会社は、それぞれ
当期純損益及び利益剰余金に及ぼ
す影響が軽微であり、かつ全体と
しても重要性がないため、持分法
の適用範囲から除外しておりま
す。 

３．連結子会社の事業年度等に 
  関する事項 

 連結子会社のうち八楽夢床業(中国)有
限公司、コルボン・ホールディング社他
３社の決算日は12月31日であり、連結決
算日との間に生じた重要な取引について
は、連結上必要な調整を行っておりま
す。 

連結子会社のうち八楽夢床業(中国)有
限公司、コロナ・メディカル社他２社の
決算日は12月31日であり、連結決算日と
の間に生じた重要な取引については、連
結上必要な調整を行っております。 

４．会計処理基準に関する事項   
(1）重要な資産の評価基準
 及び評価方法 

① たな卸資産
商品・製品・原材料・仕掛品 
 主に総平均法に基づく原価法 

① たな卸資産 
商品・製品・原材料・仕掛品 

同左 
  貯蔵品

最終仕入原価法に基づく原価法 
貯蔵品 

同左 
  ② 有価証券

満期保有目的の債券 
償却原価法（定額法） 

② 有価証券 
満期保有目的の債券 

同左 
    

  
関連会社株式 
 持分法非適用関連会社株式につ
いては移動平均法による原価法 

  その他有価証券
時価のあるもの 
 連結決算日の市場価格等に基
づく時価法（評価差額は全部純
資産直入法により処理し、売却
原価は移動平均法により算定） 

その他有価証券 
時価のあるもの 

同左 

  時価のないもの
 移動平均法による原価法 
 なお、投資事業組合等への出
資（証券取引法第２条第２項に
より有価証券とみなされるも
の）については、組合契約に規
定される決算報告日に応じて入
手可能な最近の決算書を基礎と
し、持分相当額を純額で取り込
む方法によっております。 

時価のないもの 
 移動平均法による原価法 
 なお、投資事業組合等への出
資（金融商品取引法第２条第２
項により有価証券とみなされる
もの）については、組合契約に
規定される決算報告日に応じて
入手可能な最近の決算書を基礎
とし、持分相当額を純額で取り
込む方法によっております。 

  ③ デリバティブ
原則として時価法 

③ デリバティブ 
同左 
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項目 
前連結会計年度 

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

(2）重要な減価償却資産の 
 減価償却の方法 

① 有形固定資産 
  当社及び国内連結子会社は定率法、 
 在外連結子会社は主に所在地国の会計 
 基準の規定に基づく定額法 
   ただし、当社の平成10年４月１日以 
 降取得した建物（附属設備を除く）に 
 ついては定額法 

① 有形固定資産 
  当社及び国内連結子会社は主に定率 
 法、在外連結子会社は主に所在地国の 
 会計基準の規定に基づく定額法 
   ただし、当社の平成10年４月１日以 
 降取得した建物（附属設備を除く）に 
 ついては定額法 

  主な耐用年数
建物及び構築物 ３～50年
機械装置及び運搬具 ４～17年
その他（工具器具備品）
  ２～20年

主な耐用年数 
建物及び構築物 ３～50年
機械装置及び運搬具 ４～17年
その他（工具器具備品等）

２～20年
    (会計方針の変更) 

 当社及び国内連結子会社は、法人税
法の改正に伴い、当連結会計年度よ
り、平成19年４月１日以降に取得した
有形固定資産について、改正後の法人
税法に基づく減価償却の方法に変更し
ております。 
 これにより営業利益、経常利益及び
税金等調整前当期純利益は、それぞれ
39百万円減少しております。なお、セ
グメント情報に与える影響は、当該箇
所に記載しております。 

    (追加情報) 
 当社及び国内連結子会社は、法人税
法の改正に伴い、平成19年３月31日以
前に取得した資産については、改正前
の法人税法に基づく減価償却の方法の
適用により取得価額の５％に到達した
連結会計年度の翌連結会計年度より、
取得価額の５％相当額と備忘価額との
差額を５年間にわたり均等償却し、減
価償却費に含めて計上しております。 
 これにより営業利益、経常利益及び
税金等調整前当期純利益がそれぞれ54
百万円減少しております。なお、セグ
メント情報に与える影響は、当該箇所
に記載しております。 

  ② ソフトウェア（無形固定資産） 
 社内における利用可能期間（５年）
に基づく定額法 

② ソフトウェア（無形固定資産） 
同左 

(3)重要な引当金の計上基準 ① 貸倒引当金 
 売上債権等の貸倒損失に備えるた
め、一般債権については貸倒実績率に
より、貸倒懸念債権等特定の債権につ
いては個別に回収可能性を勘案し、回
収不能見込額を計上しております。 

① 貸倒引当金 
同左 

  ② 賞与引当金
 当社及び国内連結子会社の従業員に
対する賞与の支給に備えるため、支給
見込額のうち当連結会計年度の負担額
を計上しております。 

② 賞与引当金 
同左 

  ③ 退職給付引当金
 従業員の退職給付に備えるため、当
連結会計年度末における退職給付債務
及び年金資産の見込額に基づき計上し
ております。 
 過去勤務債務は、発生時における従
業員の平均残存勤務期間以内の一定の
年数（10年）による定額法により按分
した額を発生連結会計年度から費用処
理しております。 

③ 退職給付引当金 
同左 
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項目 
前連結会計年度 

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

   数理計算上の差異については、各連
結会計年度の発生時における従業員の
平均残存勤務期間以内の一定の年数
（10年）による定額法により按分した
額をそれぞれ発生の翌連結会計年度か
ら費用処理しております。 

 

(4）重要な外貨建の資産又は 
 負債の本邦通貨への換算 
 の基準 

 外貨建金銭債権債務は、振当処理をし
ているものを除き連結決算日の直物為替
相場により円貨に換算し、換算差額は損
益として処理しております。なお、在外
子会社の資産及び負債、収益及び費用は
連結決算日の直物為替相場により円貨に
換算し、換算差額は純資産の部における
為替換算調整勘定及び少数株主持分に含
めております。 

同左 

(5）重要なリース取引の処理 
 方法 

 リース物件の所有権が、借主に移転す
ると認められるもの以外のファイナン
ス・リース取引については、通常の賃貸
借取引に係る方法に準じた会計処理を行
っております。 

同左 

(6）重要なヘッジ会計の方法 ① ヘッジ会計の方法 
 原則として繰延ヘッジ処理によって
おります。なお、為替予約については
振当処理の要件を満たしている場合に
は振当処理を採用しております。 

① ヘッジ会計の方法 
同左 

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象
 当連結会計年度にヘッジ会計を適用
したヘッジ手段とヘッジ対象は次のと
おりであります。 
ヘッジ手段……為替予約 
ヘッジ対象……外貨建金銭債務及び

外貨建予定取引 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 
同左 

  ③ ヘッジ方針
 当社の社内規程に基づき、ヘッジ対
象に係る為替変動リスクを一定の範囲
内でヘッジしております。 

③ ヘッジ方針 
同左 

  ④ ヘッジ有効性評価の方法
 ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変
動の累計とヘッジ手段のキャッシュ・
フロー変動の累計を半期ごとに比較
し、両者の変動額等を基礎にしてヘッ
ジ有効性を評価しております。 

④ ヘッジ有効性評価の方法 
同左 

(7）その他連結財務諸表作成 
 のための重要な事項 

 消費税等の会計処理について 
 消費税及び地方消費税の会計処理方
法は、税抜方式によっており、控除対
象外消費税等は当連結会計年度の費用
として処理しております。 

 消費税等の会計処理について 
同左 

５．連結子会社の資産及び負債 
 の評価に関する事項 

 連結子会社の資産及び負債の評価につ
いては、全面時価評価法を採用しており
ます。 

同左 

６．のれんの償却に関する事項  のれんの償却については、５年間の定
額法により償却をすることとしておりま
す。 

同左 

７．連結キャッシュ・フロー 
 計算書における資金の範囲 

 連結キャッシュ・フロー計算書におけ
る資金（現金及び現金同等物）は、手許
現金、要求払預金及び取得日から３ヶ月
以内に満期日の到来する流動性の高い、
容易に換金可能であり、かつ、価格の変
動について僅少なリスクしか負わない短
期的な投資からなっております。 

同左 
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

表示方法の変更 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 

 当連結会計年度より、「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年
12月９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８

号 平成17年12月９日）を適用しております。 

 これまでの資本の部の合計に相当する金額は65,409百
万円であります。 

 なお、当連結会計年度における連結貸借対照表の純資

産の部については、連結財務諸表規則の改正に伴い、改

正後の連結財務諸表規則により作成しております。 

         ───────── 

（ストック・オプション等に関する会計基準） 

 当連結会計年度より、「ストック・オプション等に関
する会計基準」（企業会計基準第８号 平成17年12月27

日）及び「ストック・オプション等に関する会計基準の

適用指針」（企業会計基準適用指針第11号 平成18年５

月31日）を適用しております。 
 なお、これによる損益に与える影響はありません。 

         ───────── 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

（連結キャッシュ・フロー計算書） 

1.営業活動によるキャッシュ・フローの「匿名組合出資

金運用益」は、前連結会計年度は「その他」に含めて表
示しておりましたが、金額的な重要性が増したため区分

掲記しております。 

 なお、前連結会計年度の「その他」に含まれている

「匿名組合出資金運用益」は、75百万円であります。  

2.投資活動によるキャッシュ・フローの「投資事業組合

等の分配収入」は、前連結会計年度は「投資有価証券の
売却による収入」に含めて表示しておりましたが、金額

的な重要性が増したため区分掲記しております。 

 なお、前連結会計年度の「投資有価証券の売却による

収入」に含まれている「投資事業組合等の分配収入」
は、339百万円であります。  

         ───────── 

         ───────── （連結貸借対照表） 
 「短期借入金」は、前連結会計年度まで、流動負債の

「その他」に含めて表示しておりましたが、当連結会計

年度において、負債及び純資産の合計額の100分の１を超

えたため区分掲記しております。 
 なお、前連結会計年度の「その他」に含まれている

「短期借入金」は、78百万円であります。  
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注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

前連結会計年度 
（平成19年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成20年３月31日） 

 １．偶発債務  １．偶発債務 

(1）金融機関よりの借入金に対して、次のとおり債務の

保証を行っております。 

(1）金融機関よりの借入金に対して、次のとおり債務の

保証を行っております。 

従業員（住宅資金等） 247百万円 従業員（住宅資金等）    225百万円

(2）ファクタリング取引に係る債務譲渡残高に対して、

下請代金支払遅延等防止法により、次のとおり遡及義

務を負っております。 

(2）ファクタリング取引に係る債務譲渡残高に対して、

下請代金支払遅延等防止法により、次のとおり遡及義

務を負っております。 

みずほファクター㈱ 1,309百万円 みずほファクター㈱ 1,394百万円

※２．特定包括信託契約 

 当社は、特定包括信託契約による拒絶権のないキ

ャピタルコール（出資要請）契約を締結しておりま

す。当該キャピタルコールの状況は次のとおりであ

ります。 

※２．特定包括信託契約 

 当社は、特定包括信託契約による拒絶権のないキ

ャピタルコール（出資要請）契約を締結しておりま

す。当該キャピタルコールの状況は次のとおりであ

ります。 

キャピタルコールの総額 
（ 10,000千ユーロ）

1,573百万円

キャピタルコールの実行額 
（  5,051千ユーロ）

794百万円

キャピタルコールの未実行額 
（  4,948千ユーロ）

778百万円

キャピタルコールの総額 
（ 10,000千ユーロ）

     1,581百万円

キャピタルコールの実行額 
（  6,262千ユーロ）

   990百万円

キャピタルコールの未実行額 
（  3,737千ユーロ）

   591百万円

※３．連結会計年度末日満期手形 

   連結会計年度末日満期手形の会計処理について 

  は、手形交換日をもって決済処理しております。な 

  お、当連結会計年度末日が金融機関の休日であった 

   ため、次の連結会計年度末日満期手形が連結会計年 

   度末に含まれております。 

   受取手形               298百万円 

※３．      ───────── 

※４．担保に供している資産及び担保付債務 

 担保資産  

  建物及び構築物 136百万円

  土地  79百万円

 合計  216百万円

 担保付債務 

  その他流動負債  24百万円

※４．      ───────── 

※５．      ───────── ※５．関連会社に対するものは次のとおりであります。 

  投資有価証券（株式）    14百万円
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（連結損益計算書関係） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額
は次のとおりであります。 

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額
は次のとおりであります。 

運送費 972百万円
広告宣伝費 665百万円
賞与引当金繰入額 289百万円
退職給付費用 410百万円
給料手当 2,366百万円
賞与 565百万円
旅費交通費 543百万円
減価償却費 756百万円
研究開発費 1,032百万円

給料手当    2,806百万円
賞与引当金繰入額    313百万円
貸倒引当金繰入額      30百万円

※２．一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費
         1,032百万円 

※２．一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費
              1,002百万円 

※３．固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。 ※３．固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。 

機械装置及び運搬具 0百万円 機械装置及び運搬具 3百万円

※４．固定資産除売却損の内訳は次のとおりであります。 ※４．固定資産除売却損の内訳は次のとおりであります。

（除却損） 建物及び構築物 125百万円
  機械装置及び運搬具 121百万円
  その他 63百万円
 (売却損） 機械装置及び運搬具 0百万円
  計 310百万円

（除却損） 建物及び構築物    69百万円
機械装置及び運搬具    16百万円
その他   16百万円

(売却損） 機械装置及び運搬具 1百万円
計    104百万円

※５．減損損失 
    当連結会計年度において、当社グループは以下の

資産グループについて減損損失を計上しました。 

    当社グループは、減損損失の算定にあたって、継
続的に収支を把握している工場及び営業支店別に資
産のグルーピングを行っております。また、カスタ
マーサービスセンター及び本社については、独立し
たキャッシュ・フローを生み出さないことから、カ
スタマーサービスセンターについては営業支店の、
本社については工場及び営業支店の共用資産として
おります。 

    高松支店においては、地価が50％以上下落をして
おり減損の兆候がありました。販売の急激な落ち込
みにより、今後も充分なキャッシュ・フローが見込
めないため、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、
当該減少額を減損損失として特別損失に計上しまし
た。また、大平工場においては、規模を縮小し、機
械設備を一部千葉工場に移設するなど、工場の再編
を進めており減損の兆候に該当すると判断いたしま
した。このため、帳簿価額を回収可能価額まで減額
し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上し
ました。 

    その内訳は、高松支店278百万円（内、土地217百
万円、建物60百万円）、大平工場518百万円（内、土
地181百万円、機械装置311百万円、その他26百万
円）であります（各資産の金額から直接控除してお
ります）。 

    なお、当資産グループの回収可能価額は正味売却
価額により測定しており、土地については不動産鑑
定評価額又は路線価による相続税評価額、建物につ
いては不動産鑑定評価額又は固定資産税評価額によ
り評価しております。 

場所 用途 種類
 高松支店（香川 
 県高松市） 

販売設備  土地及び建物

大平工場（千葉
県山武市） 

製造設備  
土地、機械装置
等 

※５．減損損失 
    当連結会計年度において、当社グループは以下の

資産グループについて減損損失を計上しました。 

    当社グループは、減損損失の算定にあたって、継
続的に収支を把握している工場、メンテナンスセン
ター及び営業支店別に資産のグルーピングを行って
おります。また、カスタマーサービスセンター及び
本社については、独立したキャッシュ・フローを生
み出さないことから、カスタマーサービスセンター
については営業支店の、本社については工場及び営
業支店の共用資産としております。 

    名古屋メンテナンスセンターにおいては、地価が
50％以上下落をしており減損の兆候がありました。
また、当連結会計年度の下期よりメンテナンスセン
ターを拠点に、中古ベッドのレンタル事業を始めま
したが、現段階ではまだ売上規模も小さく、充分な
キャッシュ・フローが見込めないため、帳簿価額を
回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失と
して特別損失に計上しました。 

    その内容は、名古屋メンテナンスセンター95百万
円（内、土地61百万円、建物34百万円）であります
（各資産の金額から直接控除しております）。 

    なお、前連結会計年度に減損しました高松支店に
ついては、平成20年４月１日付で一部の業務を残し
て大阪支店と統合しております。 

    また、当資産グループの回収可能価額は正味売却
価額により測定しており、土地については不動産鑑
定評価額又は路線価による相続税評価額、建物につ
いては不動産鑑定評価額又は固定資産税評価額によ
り評価しております。 

場所 用途 種類
名古屋メンテナ

 ンスセンター
（愛知県名古屋 
 市） 

その他の設備  土地及び建物

※６．      ───────── ※６．連結子会社コロナ・メディカル社におけるリストラ
クチャリングに伴う割増退職金等であります。 
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（連結株主資本等変動計算書関係） 

前連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）普通株式の自己株式の株式数の増加1,854株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

３．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

 
前連結会計年度末 
株式数（株） 

当連結会計年度 
増加株式数（株） 

当連結会計年度 
減少株式数（株） 

当連結会計年度末 
株式数（株） 

発行済株式        

普通株式 31,682,526 － － 31,682,526 

合計 31,682,526 － － 31,682,526 

自己株式        

普通株式（注） 1,260,653 1,854 － 1,262,507 

合計 1,260,653 1,854 － 1,262,507 

区分 新株予約権の内訳 
当連結会計年度末残高 

（百万円） 

提出会社
（親会社） 

 ストック・オプションとして 
 の新株予約権 

－ 

連結子会社 同上 － 

合計 － 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月29日 
定時株主総会 

普通株式 760 25 平成18年３月31日 平成18年６月29日

平成18年11月９日 
取締役会 

普通株式 760 25 平成18年９月30日 平成18年12月４日

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額
（百万円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年６月28日 
定時株主総会 

普通株式 760 利益剰余金 25 平成19年３月31日 平成19年６月29日
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当連結会計年度（自平成19年４月１日 至平成20年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）普通株式の自己株式の株式数の増加2,034株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

３．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

 
前連結会計年度末 
株式数（株） 

当連結会計年度 
増加株式数（株） 

当連結会計年度 
減少株式数（株） 

当連結会計年度末 
株式数（株） 

発行済株式        

普通株式 31,682,526 － － 31,682,526 

合計 31,682,526 － － 31,682,526 

自己株式        

普通株式（注） 1,262,507 2,034 － 1,264,541 

合計 1,262,507 2,034 － 1,264,541 

区分 新株予約権の内訳 
当連結会計年度末残高 

（百万円） 

提出会社
（親会社） 

 － － 

連結子会社  ストック・オプションとして 
 の新株予約権 

－ 

合計 － 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年６月28日 
定時株主総会 

普通株式 760 25 平成19年３月31日 平成19年６月29日

平成19年11月13日 
取締役会 

普通株式 456 15 平成19年９月30日 平成19年12月４日

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額
（百万円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成20年６月27日 
定時株主総会 

普通株式 456 利益剰余金 15 平成20年３月31日 平成20年６月30日
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

1．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲
 記されている科目の金額との関係 

1．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲
 記されている科目の金額との関係 

（平成19年３月31日現在） （平成20年３月31日現在）
現金及び預金勘定 7,217百万円
有価証券勘定 9,061百万円
計 16,278百万円

償還期間が３ヶ月を超える
証券投資信託及び債券 

△5,852百万円

現金及び現金同等物 10,426百万円

現金及び預金勘定      11,505百万円
有価証券勘定      6,094百万円
計       17,599百万円

償還期間が３ヶ月を超える
証券投資信託及び債券 

    △4,195百万円

現金及び現金同等物       13,403百万円

2．株式の取得により新たに連結子会社となった会社の
 資産及び負債の主な内訳 

 株式の取得により新たに連結したことに伴う連結開始
時の資産及び負債の内訳並びに株式の取得価額と取得の
ための支出（純額）との関係は次のとおりであります。 

 ・コルボン・ホールディング社及びその子会社３社 

流動資産 1,658百万円

固定資産 314百万円

のれん 902百万円

流動負債 △1,668百万円

固定負債 △237百万円

少数株主持分 △6百万円

取得価額 964百万円

現金及び現金同等物 △10百万円

差引：株式取得による支出 953百万円

2．株式の取得により新たに連結子会社となった会社の
 資産及び負債の主な内訳 

 株式の取得により新たに連結したことに伴う連結開始
時の資産及び負債の内訳並びに株式の取得価額と取得に
よる収入（純額）との関係は次のとおりであります。 

 ・サンネットワーク株式会社及びその子会社３社 

流動資産      1,635百万円

固定資産    529百万円

のれん    612百万円

流動負債   △1,405百万円

固定負債     △555百万円

少数株主持分   △34百万円

取得価額    781百万円

現金及び現金同等物   1,195百万円

差引：株式取得による収入    414百万円
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（リース取引関係） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる
もの以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも
の以外のファイナンス・リース取引 

(1) 借手側 
① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

(1) 借手側 
① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

   取得価額
相当額  減価償却累

計額相当額  
期末残高
相当額 

   百万円 百万円 百万円
機械及び装
置  47 26 21

 その他 
(工具器具
備品) 

 1,163 276 887

無形固定資
産(ソフト
ウェア) 

 104 18 85

合計  1,316 321 994

取得価額
相当額 

減価償却累
計額相当額  

期末残高
相当額 

百万円 百万円 百万円
建物及び附
属設備 0 0 0

機械装置及
び運搬具 130 68 62

その他（工
具器具備品
等） 

6,621 1,901 4,719

無形固定資
産(ソフト
ウェア) 

144 38 106

合計 6,898 2,008 4,889

② 未経過リース料期末残高相当額 ② 未経過リース料期末残高相当額 
１年内 250百万円
１年超 791百万円
合計 1,041百万円

１年内    1,215百万円
１年超    3,924百万円
合計    5,140百万円

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 ③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額
支払リース料 198百万円
減価償却費相当額 195百万円
支払利息相当額 23百万円

支払リース料    1,172百万円
減価償却費相当額    1,053百万円
支払利息相当額   199百万円

④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法
減価償却費相当額の算定方法 
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする
定額法によっております。 

④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法
減価償却費相当額の算定方法 

同左 

利息相当額の算定方法 
リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差
額を利息相当額とし、各期への配分方法について
は、利息法によっております。 

利息相当額の算定方法
同左 

(2) 貸手側 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当
額及び期末残高相当額 

(2) 貸手側 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当
額及び期末残高相当額 

   取得価額
相当額  減価償却累

計額相当額  
期末残高
相当額 

   百万円 百万円 百万円
その他 

(工具器具
備品) 

 990 148 841

無形固定資
産（ソフト
ウェア）  
  

 75 9 66

合計  1,065 157 907

取得価額
相当額 

減価償却累
計額相当額  

期末残高
相当額 

百万円 百万円 百万円
その他

(工具器具
備品) 

1,781 404 1,377

無形固定資
産（ソフト
ウェア）  
  

124 29 94

合計 1,906 434 1,471

② 未経過リース料期末残高相当額 ② 未経過リース料期末残高相当額 
１年内 193百万円
１年超 722百万円
合計 915百万円

１年内    332百万円
１年超    1,158百万円
合計    1,490百万円

③ 受取リース料、減価償却費相当額及び受取利息相当額 ③ 受取リース料、減価償却費相当額及び受取利息相当額
受取リース料 138百万円
減価償却費相当額 130百万円
受取利息相当額 14百万円

受取リース料    308百万円
減価償却費相当額    288百万円
受取利息相当額   32百万円

④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法
減価償却費相当額の算定方法 
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする
定額法によっております。 

④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法
減価償却費相当額の算定方法 

同左 

利息相当額の算定方法 
リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差
額を利息相当額とし、各期への配分方法について
は、利息法によっております。 

利息相当額の算定方法
同左 

２．オペレーティング・リース取引 
借手側 
未経過リース料 

２．オペレーティング・リース取引 
借手側 
未経過リース料 

１年内 0百万円 １年内    188百万円
１年超    620百万円
合計    808百万円
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（有価証券関係） 

有価証券 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

２．その他有価証券で時価のあるもの 

 （注）当連結会計年度において、その他有価証券で時価のある株式について20百万円の減損処理を行っております。こ 

    れに伴い、「取得原価」には減損処理後の金額を記載しております。 

３．前連結会計年度中及び当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

  種類 

前連結会計年度（平成19年３月31日） 当連結会計年度（平成20年３月31日） 

連結貸借対
照表計上額 
（百万円） 

時価 
（百万円） 

差額 
（百万円） 

連結貸借対
照表計上額 
（百万円） 

時価 
（百万円） 

差額 
（百万円） 

時価が連結貸借対

照表計上額を超え

るもの 

(1）国債・地方債等 － － － － － － 

(2）社債 300 307 7 － － － 

(3）その他 － － － － － － 

小計 300 307 7 － － － 

時価が連結貸借対

照表計上額を超え

ないもの 

(1）国債・地方債等 － － － － － － 

(2）社債 1,300 1,273 △26 1,000 903 △96 

(3）その他 － － － － － － 

小計 1,300 1,273 △26 1,000 903 △96 

合計 1,600 1,581 △18 1,000 903 △96 

  種類 

前連結会計年度（平成19年３月31日） 当連結会計年度（平成20年３月31日） 

取得原価 
（百万円） 

連結貸借対
照表計上額 
（百万円） 

差額 
（百万円） 

取得原価 
（百万円） 

連結貸借対
照表計上額 
（百万円） 

差額 
（百万円） 

連結貸借対照表計

上額が取得原価を

超えるもの 

(1）株式 347 1,935 1,588 331 1,071 739 

(2）債券             

① 国債・地方債等 － － － 300 300 0 

② 社債 1,253 1,268 14 802 819 17 

③ その他 － － － － － － 

(3）その他 2,744 3,033 288 3,691 4,046 354 

小計 4,345 6,237 1,891 5,124 6,237 1,112 

連結貸借対照表計

上額が取得原価を

超えないもの 

(1）株式 34 21 △12 30 24 △6 

(2）債券             

① 国債・地方債等 600 599 △0 － － － 

② 社債 4,022 3,995 △26 2,598 2,553 △45 

③ その他 － － － － － － 

(3）その他 1,905 1,886 △18 3,130 2,823 △306 

小計 6,562 6,503 △58 5,758 5,400 △358 

合計 10,908 12,741 1,832 10,883 11,638 754 

前連結会計年度 
（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

当連結会計年度 
（自平成19年４月１日 至平成20年３月31日） 

売却額 
（百万円） 

売却益の合計額 
（百万円） 

売却損の合計額 
（百万円） 

売却額 
（百万円） 

売却益の合計額 
（百万円） 

売却損の合計額 
（百万円） 

5,496 144 17 5,780 153 70 
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４．時価のない主な有価証券の内容 

 （注）当連結会計年度において、その他有価証券で時価のない株式について28百万円の減損処理を行っております。 

５．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額 

  

前連結会計年度（平成19年３月31日） 当連結会計年度（平成20年３月31日） 

連結貸借対照表計上額（百万円） 連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券     

非上場株式 681 157 

ＦＦＦ、中国ファンド 1,708 － 

投資事業組合出資金 1,539 2,109 

合同運用金銭信託 2,000 2,500 

合計 5,928 4,767 

  

前連結会計年度（平成19年３月31日） 当連結会計年度（平成20年３月31日） 

１年以内 
（百万円） 

１年超５年
以内 
（百万円） 

５年超10年
以内 
（百万円） 

10年超 
（百万円） 

１年以内 
（百万円） 

１年超５年
以内 
（百万円） 

５年超10年
以内 
（百万円） 

10年超 
（百万円） 

１．債券                 

(1）国債・地方債等 299 300 － － 300 － － － 

(2）社債 3,552 1,133 － 1,983 393 2,226 － 1,557 

(3）その他 － － － － － － － － 

２．その他                 

(1) 投資信託 － 928 1,082 614 － 989 1,407 342 

(2) ＣＰ 999 － － － 1,898 － － － 

(3）合同運用金銭  

  信託 
2,000 － － － 2,500 － － － 

(4) 投資事業組合 

出資金 
304 215 317 － 25 693 75 － 

合計 7,156 2,576 1,399 2,598 5,117 3,908 1,482 1,900 

2008/06/19 10:51:22パラマウントベッド株式会社/有価証券報告書/2008-03-31



（デリバティブ取引関係） 

１．取引の状況に関する事項 

２．取引の時価等に関する事項 

通貨関連 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

(1）取引の内容 
 当社の利用しているデリバティブ取引は、為替予約
取引であります。 

(1）取引の内容
同左 

(2）取引に対する取組方針 
 当社のデリバティブ取引は、将来の為替変動リスク
を回避する目的で利用するものであり、投機目的のデ
リバティブ取引は行わない方針であります。 

(2）取引に対する取組方針 
同左 

(3）取引の利用目的 
 為替予約取引については外貨建金銭債務の為替変動
リスクを回避し、安定的な利益の確保を図る目的で利
用しております。 
 なお、デリバティブを利用してヘッジ会計を行って
おります。 

(3）取引の利用目的 
同左 

① ヘッジ会計の方法 
 原則として繰延ヘッジ処理によっております。な
お、為替予約については振当処理の要件を満たして
いる場合には振当処理を採用しております。 

① ヘッジ会計の方法
同左 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 
 当連結会計年度にヘッジ会計を適用したヘッジ手
段とヘッジ対象は下記のとおりであります。 

ヘッジ手段…為替予約 
ヘッジ対象…外貨建金銭債務及び外貨建予定取引 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 
同左 

③ ヘッジ方針 
 当社の社内規程に基づき、ヘッジ対象に係る為替
変動リスクを一定の範囲内でヘッジしております。 

③ ヘッジ方針
同左 

④ ヘッジ有効性評価の方法 
 ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計とヘ
ッジ手段のキャッシュ・フロー変動の累計を半期ご
とに比較し、両者の変動額等を基礎にしてヘッジ有
効性を評価しております。 

④ ヘッジ有効性評価の方法 
同左 

(4）取引に係るリスクの内容 
 為替予約取引については、為替相場の変動によるリ
スクを有しております。なお、当社のデリバティブ取
引の契約先はいずれも信用度の高い国内の金融機関で
あるため、相手先の契約不履行によるリスクはほとん
どないと認識しております。 

(4）取引に係るリスクの内容 
同左 

(5）取引に係るリスク管理体制 
 当社が利用しているデリバティブ取引は、社内の規
程に従い決裁権限者の承認を受け財務部で行い、さら
に財務部長が定例取締役会でデリバティブ取引の状況
を報告しております。 

(5）取引に係るリスク管理体制 
同左 

区分 種類 

前連結会計年度（平成19年3月31日） 当連結会計年度（平成20年3月31日） 

契約額等 

（百万円） 

契約額等の

うち１年超

（百万円）

時価 

（百万円）

評価損益 

（百万円）

契約額等 

（百万円）

契約額等の

うち１年超 

（百万円） 

時価 

（百万円）

評価損益 

（百万円）

市場取引以外

の取引 

 為替予約取引                

 買建                 

  米ドル 861 720 17 17 － － － － 

合計 861 720 17 17 － － － － 

前連結会計年度   当連結会計年度 
   １.時価の算定方法 

      取引先金融機関から提示された価格に基づき 
算定しております。 

    ２.ヘッジ会計が適用されているものについて 
        は、記載対象から除いております。 

    １.時価の算定方法
                    同左 

  
    ２.       同左 
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（退職給付関係） 

１．採用している退職給付制度の概要 
 当社は、ポイント制度を導入すると共に、加入者については確定拠出年金制度及び退職金前払制度を、年金

受給者については閉鎖型年金制度を採用しております。また、従業員の退職等に際して、割増退職金を払う場

合があります。 

 なお、当社は東京薬業厚生年金基金に加入しておりますが、当該厚生年金基金制度は退職給付会計実務指針
33項の例外処理を行う制度であり、以下の退職給付債務及び年金資産には含めておらず、同基金への掛金拠出

額をもって退職給付費用としております。 

 なお、要拠出額を退職給付費用として処理している複数事業主制度に関する事項は次のとおりであります。

 （1）制度全体の積立状況に関する事項（平成19年３月31日現在） 

    年金資産の額                461,860百万円 

    年金財政計算上の給付債務の額        469,729百万円 
    差引額                   △7,869百万円 

 （2）制度全体に占める当社グループの掛金拠出割合（自平成20年３月１日 至平成20年３月31日） 
                              1.1％       

 （3）補足説明 
    未償却過去勤務債務残高60,021百万円及び当年度不足金3,759百万円から別途積立金55,911百万円を控除し 

  た額が、上記（1）の差引額の主な要因であります。この当年度不足金については、別途積立金を取崩して充 

  当することが決定しております。 

    なお、未償却過去勤務債務残高の内訳は特別掛金収入現価であり、償却方法は元利均等方式、事業主負担掛
  金率1.55％、償却残余期間は平成18年度末で11年10月であります。 

２．退職給付債務に関する事項 

３．退職給付費用に関する事項 

    
前連結会計年度 

（平成19年３月31日） 

当連結会計年度 

（平成20年３月31日） 

(1） 退職給付債務（百万円） △2,395 △2,563 

(2） 年金資産（百万円） 95 84 

(3） 未積立退職給付債務 (１＋２)（百万円） △2,299 △2,479 

(4) 未認識数理計算上の差異（百万円） 318 237 

(5) 未認識過去勤務債務（百万円） 994 866 

(6) 
連結貸借対照表計上額純額 (３＋４＋５) 

（百万円） 
△986 △1,375 

(7） 前払年金費用（百万円） 1 1 

(8) 退職給付引当金 (６－７)（百万円） △987 △1,377 

    

前連結会計年度 

（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

当連結会計年度 

（自 平成19年４月１日 

至 平成20年３月31日） 

(1） 勤務費用（百万円） 188 206 

(2） 利息費用（百万円） 57 47 

(3） 期待運用収益（百万円） － － 

(4) 数理計算上の差異の費用処理額（百万円） 57 58 

(5) 過去勤務債務の費用処理額（百万円） 128 128 

(6) 厚生年金基金掛金拠出額（百万円） 231 175 

(7)  確定拠出年金掛金（百万円） 115 93 

(8） その他（百万円） 3,846 12 

(9) 
退職給付費用 （１＋２＋３＋４＋５＋６＋７+８） 

（百万円） 
4,624 721 
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４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

 （追加情報） 

   当連結会計年度より、「『退職給付に係る会計基準』の一部改正（その２）」（企業会計基準第14号 平成19年 

  ５月15日）を適用しております。 

    
前連結会計年度 

（平成19年３月31日） 

当連結会計年度 

（平成20年３月31日） 

(1） 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 同左 

(2） 割引率（％）  2.0 同左 

(3） 期待運用収益率（％）  － －  

(4) 数理計算上の差異の処理年数（年） 10 
（各連結会計年度の発生時にお

ける従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数（10年）によ

る定額法により按分した額をそ

れぞれ発生の翌連結会計年度か

ら費用処理しております。） 

同左 

(5) 過去勤務債務の額の処理年数（年） 10 
（過去勤務債務は、発生時にお

ける従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数（10年）によ

る定額法により按分した額を発

生連結会計年度から費用処理し

ております。） 

同左 
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（ストック・オプション等関係） 

前連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

１．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

(1）ストック・オプションの内容 

 （注）株式数に換算して記載しております。 

(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況 

 当連結会計年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数については、株

式数に換算して記載しております。 

①ストック・オプションの数 

②単価情報 

 
平成14年 

ストック・オプション 
平成18年 

ストック・オプション 

会社名 提出会社 コルボン・ホールディング社

付与対象者の区分及び数 取締役３名、従業員377名 取締役１名 

株式の種類別のストック・オプション 
数（注） 

普通株式 230,700株 普通株式 115株 

付与日 平成14年７月19日 平成18年12月11日 

権利確定条件 
付与日（平成14年７月19日）以降、権
利確定日（平成16年６月30日）まで継
続して勤務していること。 

付与日（平成18年12月11日）以降、権
利確定日（平成19年12月10日）まで継
続して勤務していること。 

対象勤務期間 平成14年７月19日～平成16年６月30日 平成18年12月11日～平成19年12月10日

権利行使期間 平成16年７月１日～平成19年６月29日 平成19年12月11日～平成28年12月10日

 
平成14年 

ストック・オプション 
平成18年 

ストック・オプション 

権利確定前      （株）     

前連結会計年度末 － －

付与 － 115 

失効 － －

権利確定 － －

未確定残 － 115 

権利確定後      （株）     

前連結会計年度末 213,100 －

権利確定 － －

権利行使 － －

失効 59,400 －

未行使残 153,700 －

 
平成14年 

ストック・オプション 
平成18年 

ストック・オプション 

権利行使価格        （円） 2,687 633,888 

行使時平均株価       （円） － －

付与日における公正な評価単価（円） － －
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２．ストック・オプションの公正な評価単価の見積方法 

 連結子会社（コルボン・ホールディング社）が平成18年12月11日に付与したストック・オプションについては、

未公開企業であるため公正な評価単価を本源的価値により算定しております。 

 なお、付与時点における単位当たりの本源的価値は以下のとおりです。 

①コルボン・ホールディング社の株式の評価額         633,888円 

 株式の評価は、DCF法に基づいて算出した価格を基礎として決定しております。 

②新株予約権の権利行使価格                 633,888円 

  算定の結果、株式の評価額が新株予約権の権利行使価格と同額のため単位当たりの本源的価値はゼロとなり、ス

トック・オプションの公正な評価単価もゼロと算定しております。 

３．ストック・オプションの権利確定数の見積方法 

  基本的には、将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみ反映させる方法を採用してお

ります。 

４．連結会計年度末におけるストック・オプションの本源的価値合計額  0円 

2008/06/19 10:51:22パラマウントベッド株式会社/有価証券報告書/2008-03-31



当連結会計年度（自平成19年４月１日 至平成20年３月31日） 

１．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

(1）ストック・オプションの内容 

 （注）１．株式数に換算して記載しております。 

    ２．コロナ・メディカル社のストック・オプションは、平成19年６月の合併により被合併会社のコルボン・ホー

ルディング社から継承したものであり、付与対象者の区分及び人数、ストック・オプション数は合併日にお

ける人数及び数を記載しております。  

(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況 

 当連結会計年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数については、株

式数に換算して記載しております。 

①ストック・オプションの数 

 
平成18年 

ストック・オプション 

会社名 コロナ・メディカル社

付与対象者の区分及び数 取締役１名

株式の種類別のストック・オプション 
数（注1） 

普通株式 516株

付与日 平成18年12月11日

権利確定条件 
付与日（平成18年12月11日）以降、権利
確定日（平成19年12月10日）まで継続し
て勤務していること。 

対象勤務期間 平成18年12月11日～平成19年12月10日

権利行使期間 平成19年12月11日～平成28年12月10日

 
平成18年 

ストック・オプション 

権利確定前      （株）   

前連結会計年度末 516 

付与 －

失効 －

権利確定 516 

未確定残 －

権利確定後      （株）   

前連結会計年度末 －

権利確定 516 

権利行使 －

失効 －

未行使残 516 
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②単価情報 

２．ストック・オプションの権利確定数の見積方法 

  基本的には、将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみ反映させる方法を採用してお

ります。 

３．連結会計年度末におけるストック・オプションの本源的価値合計額  0円 

 
平成18年 

ストック・オプション 

権利行使価格        （円） 633,888 

行使時平均株価       （円） －

付与日における公正な評価単価（円） －
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（税効果会計関係） 

前連結会計年度 
（平成19年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成20年３月31日） 

(1）繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

(1）繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

繰延税金資産  

賞与引当金 208百万円

未払事業税 8百万円

役員退職慰労未払金 228百万円

退職給付引当金繰入限度超過額 392百万円

貸倒引当金繰入限度超過額 47百万円

投資有価証券評価損 10百万円

減損損失 322百万円

繰越欠損金 774百万円

その他 384百万円

小計 2,377百万円

評価性引当額 △485百万円

繰延税金資産合計 1,891百万円

繰延税金負債  

その他有価証券評価差額金 △755百万円

子会社時価評価差額 △31百万円

圧縮積立金 △3百万円

繰延税金負債合計 △790百万円

繰延税金資産の純額 1,101百万円

繰延税金資産  

賞与引当金    226百万円

役員退職慰労未払金    208百万円

退職給付引当金繰入限度超過額    543百万円

貸倒引当金繰入限度超過額   32百万円

投資有価証券評価損   42百万円

減損損失    335百万円

繰越欠損金    142百万円

その他    561百万円

小計      2,092百万円

評価性引当額     △493百万円

繰延税金資産合計      1,599百万円

繰延税金負債  

その他有価証券評価差額金     △300百万円

子会社時価評価差額    △33百万円

圧縮積立金    △2百万円

その他  △4百万円

繰延税金負債合計     △341百万円

繰延税金資産の純額      1,257百万円

(2）法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率 40.7%

(調整） 

海外子会社との税率差異 △3.1%

交際費等損金不算入額  △1.3%

評価性引当額の増加 △17.4%

税効果未認識の未実現利益 △6.2%

その他 △0.5%

税効果会計適用後の法人税等の負担率  12.2%

(2）法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率  40.7%

(調整） 

海外子会社との税率差異 △3.1%

交際費等損金不算入額   4.2%

評価性引当額の増加  5.5%

税効果未認識の未実現利益  8.0%

控除税額 △4.1%

その他 0.1%

税効果会計適用後の法人税等の負担率  51.3%
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（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日）及び当連結会計年度（自平成19年４月１日 至平成

  20年３月31日） 

ベッド関連事業の売上高、営業利益及び資産の金額は、全セグメントの売上高の合計、営業利益及び全セグメン
トの資産の金額の合計額に占める割合がいずれも90％超であるため、記載を省略しております。 

【所在地別セグメント情報】 

 前連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

 本邦の売上高及び資産の金額は、全売上高及び全資産の金額に占める割合がいずれも90％超であるため、記載を

省略しております。 

 当連結会計年度（自平成19年４月１日 至平成20年３月31日） 

 （注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

    ２．本邦以外の区分に属する国又は地域は次のとおりであります。 

     （1）アジア   ： インドネシア共和国、中華人民共和国 

     （2）ヨーロッパ ： フランス共和国 
 ３．従来、本邦の売上高は、全セグメントの売上高の合計に占める割合が90％超であったため、所在地別セグ 

   メント情報の記載を省略しておりましたが、当連結会計年度より本邦以外の重要性が増したため、所在地 

   別セグメント情報の記載を行っております。 

 ４．「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 ４．会計処理基準に関する事項」(2)①有形固定資産
   の減価償却の方法に記載の減価償却方法の変更等に係る影響額は、全額「日本」に含まれております。 

 ５．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は338百万円であり、その主なもの

   は親会社の管理部門に係る費用であります。 

 ６．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は27,637百万円であり、親会社での現預金、有 
   価証券、投資有価証券であります。 

【海外売上高】 

 前連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

 海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、記載を省略しております。 

 当連結会計年度（自平成19年４月１日 至平成20年３月31日） 

 （注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

      ２．各区分に属する主な国又は地域は次のとおりであります。 

      （1）アジア    ： インドネシア共和国、中華人民共和国、マレーシア 

      （2）中東     ： クウェート国、サウジアラビア王国 
     （3）北中米    ： メキシコ合衆国 

      （4）ヨーロッパ  ： フランス共和国、ブルガリア共和国 

      （5）その他の地域 ： ベネズエラ・ボリバル共和国、チュニジア共和国 

  
日本 

（百万円） 

アジア 

（百万円） 

ヨーロッパ 

（百万円） 

計 

（百万円） 

消去又は全社 

（百万円） 

連結 

（百万円） 

Ⅰ  売上高           

(1）外部顧客に対する売上高 35,475 674 4,289 40,439 － 40,439 

(2）
セグメント間の内部売上高

又は振替高 
1,416 1,443 30 2,890 (2,890) － 

  計 36,891 2,118 4,320 43,330 (2,890) 40,439 

 営業費用 35,523 1,869 4,521 41,914 (3,062) 38,852 

 営業利益 1,368 249 (201) 1,415 171 1,587 

Ⅱ  資産 46,330 2,889 2,504 51,724 26,474 78,198 

  アジア   中東 北中米  ヨーロッパ  その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 1,039 312 566 4,264 107 6,290 

Ⅱ 連結売上高（百万円）           40,439 

Ⅲ 連結売上高に占める海
外売上高の割合（％） 

2.6 0.8 1.4 10.5 0.3 15.6 
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        ３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

        ４．従来、海外売上高は、連結売上高の10％未満であったため記載を省略しておりましたが、当連結会計年度よ

り重要性が増したため、海外売上高の記載を行っております。 

【関連当事者との取引】 

 前連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

役員及び個人主要株主等 

（注）１．当社役員徳田浩克が議決権の100％を直接保有しております。 

２．コンサルタント契約につきましては、市場価格を勘案して一般的取引条件と同様に決定しております。 

３．取引金額には、消費税等は含まれておりません。 

 当連結会計年度（自平成19年４月１日 至平成20年３月31日） 

役員及び個人主要株主等 

（注）１．当社取締役徳田浩克が議決権の100％を直接保有しております。 

２．コンサルタント契約につきましては、市場価格を勘案して一般的取引条件と同様に決定しております。 

３．取引金額には、消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

属性 氏名 住所 
資本金又は
出資金 
(百万円) 

事業の内容
又は職業 

議決権等の
所有(被所
有)割合 
(%) 

関係内容 
取引の
内容 

取引金額 
(百万円) 

科目 
期末残高
(百万円)役員

兼任
事業上
の関係

役員及び

その近親

者が議決

権の過半

数を所有

している

会社等 

有限会社 

プランニ

ング・ヒ

ロ(注1)  

静岡県 

浜松市 
3 

機械加工技

術コンサル

タント業 

(被所有) 

直接 0.0

兼任

１名
－ 

コンサ

ルティ

ング料 

(注2) 

8 
支払手

数料 
1 

属性 
会社等
の名称 

住所 
資本金又
は出資金 
(百万円) 

事業の内容
又は職業 

議決権等の
所有(被所
有)割合 
(%) 

関係内容 
取引の
内容 

取引金額 
(百万円) 

科目 
期末残高
(百万円)役員の

兼任等
事業上
の関係

役員及び

その近親

者が議決

権の過半

数を所有

している

会社等 

有限会社 

プランニ

ング・ヒ

ロ(注1)  

静岡県 

浜松市 
3 

機械加工技

術コンサル

タント業 

(被所有) 

直接 － 

兼任 

１名 

コンサ

ルタン

ト契約

コンサ

ルティ

ング料 

(注2) 

9 未払金 0 
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（１株当たり情報） 

（注）１株当たり当期純利益又は当期純損失の算定上の基礎は、次のとおりであります。 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

１株当たり純資産額    2,150.22円 

１株当たり当期純損失       66.83円 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式は存在するものの１株当たり当期純損失

であるため記載しておりません。 

１株当たり純資産額      2,101.96円 

１株当たり当期純利益         19.22円 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。 

  
前連結会計年度 

(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

１株当たり当期純利益又は当期純損失     

当期純利益又は当期純損失（△） 

（百万円） 
△2,033 584 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － 

普通株式に係る当期純利益又は当期 
純損失（△）（百万円） 

△2,033 584 

普通株式の期中平均株式数（株） 30,421,020 30,419,004 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含めなか

った潜在株式の概要 

新株予約権１種類（新株予約権の

数1,537個） 

１．新株予約権１種類（新株予約 

  権の数1,537個）。なお、当該 

  新株予約権は、平成19年６月 
  29日をもって権利行使期間が 

  終了しております。 

２．連結子会社（コロナ・メディ 

  カル社）発行の新株予約権１ 
  種類（新株予約権の数516 

  個）。 
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      （企業結合等関係） 

前連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

１．企業結合の概要 

（1）被取得企業の名称 

  コルボン・ホールディング社 

（2）被取得企業の事業の内容 

  傘下のコロナ・メディカル社は、医療用・在宅福祉用ベッド並びに病室用家具など病棟看護製品の製造及び

販売を行っております。 

（3）企業結合を行った理由 

  グローバル化の拡大を加速させ、ヨーロッパ市場参入の戦略子会社に位置付けるため。 

（4）企業結合日 

  平成18年12月11日 

（5）企業結合の法的形式 

  株式取得 

（6）取得した議決権比率 

   91.0％ 

２．連結財務諸表に含まれている被取得企業の業績の期間 

   期末日をみなし取得日としているため、当連結会計年度の業績には反映させておりません。 

３．被取得企業の取得原価及びその内訳 

    株式取得費用               865百万円 

株式取得に直接要した費用（交渉作業費他）  98百万円 

    取得原価                 964百万円 

    なお、すべて現金で支出しております。 

４．発生したのれんの金額等 

（1）のれんの金額 

   902百万円 

（2）発生原因 

   コロナ・メディカル社の今後の事業展開によって期待される将来の超過収益力から発生したものであります。

（3）償却方法及び償却期間 

   のれんの償却については、５年定額法で償却することとしております。 

５．企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその内訳 

    流動資産       1,658百万円 

    固定資産        314百万円 

資産計        1,973百万円 

    流動負債       1,668百万円 

固定負債        237百万円 

    負債計        1,906百万円 

６．企業結合が当連結会計年度開始日に完了したと仮定した場合の当連結会計年度の連結損益計算書に及ぼす影 

響の概算額 

    売上高        40,115百万円 

    営業利益         849百万円 

    当期純利益     △2,152百万円 

  (注)概算額の算定方法及び重要な前提条件 

（1）企業結合が当連結会計年度開始の日に完了したと仮定した場合の売上高及び損益情報を記載しております。 

（2）のれんは当連結会計年度開始の日から５年間で償却計算しております。 

（3）上記数値は、監査法人トーマツの監査を受けておりません。 
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当連結会計年度（自平成19年４月１日 至平成20年３月31日） 

１．企業結合の概要 

（1）被取得企業の名称 

  サンネットワーク株式会社 

（2）被取得企業の事業の内容 

  福祉用具のレンタル卸 

（3）企業結合を行った理由 

  サンネットワーク株式会社は静岡県静岡市に本社を持つ福祉用具レンタル卸の会社です。同社は急速な事業拠

点の展開により債務超過の状態にありましたが、当社は、同社からの経営支援要請に基づき、同社の第三者割当

増資を引き受けました。今後、同社を通じ、当社製品や国内の福祉用具だけでなく、海外の優れた福祉用具の取

り扱いをスタートする等、新たな事業展開により、相乗効果を発揮し、パラマウントベッドグループの企業価値

を高めていきたいと考えております。 

（4）企業結合日 

  平成19年10月２日 

（5）企業結合の法的形式 

  第三者割当増資引受による株式の取得 

（6）取得した議決権比率 

   80.25％ 

   なお、当社は平成19年10月22日付でサンネットワーク株式会社の専務取締役井上淳嗣氏より530株を追加取得 

  しており、当連結会計年度末時点における議決権比率は、第三者割当増資引受により取得した株式とあわせ 

  て83.14%となります。 

２．連結財務諸表に含まれている被取得企業の業績の期間 

   平成19年10月１日から平成20年３月31日 

３．被取得企業の取得原価及びその内訳 

    株式取得費用               735百万円 

株式取得に直接要した費用（交渉作業費他）  18百万円 

    取得原価                 754百万円 

    なお、すべて現金で支出しております。 

４．発生したのれんの金額等 

（1）のれんの金額 

   591百万円 

（2）発生原因 

   サンネットワーク株式会社の今後の事業展開によって期待される将来の超過収益力から発生したものであり 

  ます。 

（3）償却方法及び償却期間 

   のれんの償却については、５年定額法で償却することとしております。 

５．企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその内訳 

    流動資産       1,635百万円 

    固定資産        529百万円 

資産計        2,164百万円 

    流動負債       1,405百万円 

固定負債        555百万円 

    負債計        1,961百万円 

６．企業結合が当連結会計年度開始日に完了したと仮定した場合の当連結会計年度の連結損益計算書に及ぼす影 

響の概算額 

    売上高        41,373百万円 

    営業利益       1,362百万円 

    当期純利益         416百万円 

  (注)概算額の算定方法及び重要な前提条件 

（1）企業結合が当連結会計年度開始の日に完了したと仮定した場合の売上高及び損益情報を記載しております。 

（2）のれんは当連結会計年度開始の日から５年間で償却計算しております。 

（3）上記数値は、監査法人トーマツの監査を受けておりません。 
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（重要な後発事象） 

    該当事項はありません。 

⑤【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

 該当事項はありません。 

【借入金等明細表】 

 （注）１．平均利率については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２．長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く）の連結決算日後５年間の返済予定額は以下のとおりであり

ます。 

（２）【その他】 

 該当事項はありません。 

区分 
前期末残高 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

平均利率 
（％） 

返済期限 

 短期借入金 78 1,061 4.8 －  

 １年以内に返済予定の長期借入金 27 41 2.7 －  

 １年以内に返済予定のリース債務 － － － －  

 長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 24 66 3.8 平成21年～25年 

 リース債務（１年以内に返済予定のものを除く。） － － － －  

 その他の有利子負債 － － － －  

合計 130 1,168 － － 

 
１年超２年以内 
（百万円） 

２年超３年以内 
（百万円） 

３年超４年以内 
（百万円） 

４年超５年以内 
（百万円） 

 長期借入金 21 19 14 10 
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２【財務諸表等】 

（１）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

    
前事業年度 

（平成19年３月31日） 
当事業年度 

（平成20年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（資産の部）               

Ⅰ 流動資産               

１．現金及び預金     6,765     10,236   

２．受取手形  ※３   3,237     2,890   

３．売掛金     9,803     9,420   

４．有価証券     9,061     6,094   

５．商品     133     115   

６．製品     3,009     1,865   

７．原材料     337     357   

８．仕掛品     127     126   

９．貯蔵品     75     90   

10．前渡金     －     6   

11．前払費用     24     18   

12．繰延税金資産     328     446   

13．その他     926     407   

貸倒引当金     △1     △2   

流動資産合計     33,828 45.5   32,075 43.2 

Ⅱ 固定資産               

１．有形固定資産               

(1）建物   21,702     22,135     

減価償却累計額   12,259 9,442   12,842 9,293   

(2）構築物   1,176     1,135     

減価償却累計額   907 269   897 237   

(3）機械及び装置   5,543     6,523     

減価償却累計額   4,537 1,005   4,586 1,937   

(4）車両運搬具   159     146     

減価償却累計額   131 28   128 18   

(5）工具器具備品   5,955     5,986     

減価償却累計額   4,848 1,107   4,902 1,084   

(6）リース資産   －     26     

減価償却累計額   － －   8 17   

(7）土地     8,004     8,104   

(8）建設仮勘定     4     121   

有形固定資産合計     19,863 26.7   20,814 28.1 

２．無形固定資産               

(1）借地権     922     922   

(2）ソフトウェア     935     1,103   

(3）その他     21     21   

無形固定資産合計     1,879 2.5   2,047 2.8 
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前事業年度 

（平成19年３月31日） 
当事業年度 

（平成20年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

３．投資その他の資産               

(1) 投資有価証券     11,210     11,306   

(2）関係会社株式     1,454     2,236   

(3）出資金     7     7   

(4) 関係会社出資金     722     722   

(5）従業員長期貸付金     2     2   

(6）関係会社長期貸付金     1,832     2,054   

(7）破産更生債権等     6     9   

(8）長期前払費用     29     22   

(9) 保険積立金     1,239     1,246   

(10)特定包括信託  ※２   794     991   

(11)繰延税金資産     751     451   

(12)その他     845     284   

貸倒引当金     △120     △81   

投資その他の資産合計     18,776 25.3   19,253 25.9 

固定資産合計     40,520 54.5   42,115 56.8 

資産合計     74,348 100.0   74,190 100.0 

                

（負債の部）               

Ⅰ 流動負債               

１．買掛金     4,820     4,447   

２．未払金     899     1,792   

３．未払費用     292     317   

４．未払消費税等     205     135   

５．未払法人税等     30     88   

６．前受金     16     81   

７．預り金     246     126   

８．賞与引当金     551     595   

９．その他     0     1   

流動負債合計     7,062 9.5   7,586 10.2 

Ⅱ 固定負債               

１．退職給付引当金     956     1,326   

２．その他     645     569   

固定負債合計     1,601 2.2   1,895 2.6 

負債合計     8,663 11.7   9,482 12.8 
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前事業年度 

（平成19年３月31日） 
当事業年度 

（平成20年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（純資産の部）               

Ⅰ 株主資本               

１．資本金     6,591 8.9   6,591 8.9 

２．資本剰余金               

(1）資本準備金   7,276     7,276     

(2）その他資本剰余金   0     0     

資本剰余金合計      7,276 9.8   7,276 9.8 

３．利益剰余金               

(1）利益準備金   557     557     

(2）その他利益剰余金               

圧縮積立金   4     4     

別途積立金   54,000     52,783     

繰越利益剰余金   △341     580     

利益剰余金合計      54,220 72.9   53,925 72.7 

４．自己株式     △3,533 △4.8   △3,537 △4.8 

株主資本合計      64,555 86.8   64,256 86.6 

Ⅱ 評価・換算差額等               

１．その他有価証券評価 
差額金 

    1,130 1.5   452 0.6 

評価・換算差額等合計      1,130 1.5   452 0.6 

純資産合計      65,685 88.3   64,708 87.2 

負債純資産合計      74,348 100.0   74,190 100.0 
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②【損益計算書】 

    
前事業年度 

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 売上高               

１．製品売上高   27,897     26,889     

２．商品売上高   7,297 35,195 100.0 6,886 33,775 100.0 

Ⅱ 売上原価 ※２              

１．製品売上原価               

  （1）期首製品たな卸高   3,870     3,009     

  （2）当期製品製造原価   16,877     16,536     

  （3）その他売上原価   －     8     

     合計   20,747     19,554     

  （4）他勘定振替高 ※３  685     719     

  （5）期末製品たな卸高   3,009     1,865     

     製品売上原価   17,052     16,969     

２．商品売上原価               

  （1）期首商品たな卸高   133     133     

  （2）当期商品仕入高   6,047     5,259     

     合計   6,180     5,392     

  （3）他勘定振替高 ※３  0     1     

  （4）期末商品たな卸高   133     115     

     商品売上原価   6,046 23,099 65.6 5,275 22,244 65.9 

売上総利益     12,095 34.4   11,531 34.1 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※1,2   10,954 31.2   9,781 29.0 

営業利益     1,140 3.2   1,749 5.1 

Ⅳ 営業外収益               

１．受取利息   46     66     

２．有価証券利息   90     120     

３．受取配当金   114     133     

４．為替差益   173     －     

５．保険金収入   43     75     

６．受取賃貸料 ※４  64     64     

７．投資事業組合出資金 
運用益 

  747     －     

８．匿名組合出資金運用益   813     266     

９．その他   57 2,150 6.1 121 847 2.5 

Ⅴ 営業外費用               

１．為替差損   －     36     

２．賃貸原価   26     27     

３．投資事業組合出資金 
運用損 

  －     188     

４．たな卸資産評価損   －     127     

５．その他   1 27 0.1 8 388 1.1 

経常利益     3,263 9.2   2,209 6.5 
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前事業年度 

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

Ⅵ 特別利益               

１．投資有価証券売却益   144     153     

２．固定資産売却益 ※５ 0     0     

３．償却債権取立益   0 145 0.4 0 154 0.4 

Ⅶ 特別損失               

１．投資有価証券売却損   17     70     

２．投資有価証券評価損   －     48     

３．固定資産除売却損 ※６ 310     102     

４．減損損失 ※７ 797     95     

５．臨時償却費   －     24     

６．希望退職者割増退職金   3,829     －     

７．再就職支援金   84     －     

８．たな卸資産廃棄損   408     276     

９．社葬関連費   － 5,447 15.4 33 650 1.9 

税引前当期純利益 
(△損失） 

    △2,038 △5.8   1,712 5.0 

法人税、住民税及び 
事業税 

  20     134     

法人税等調整額   △404 △383 △1.1 656 791 2.3 

当期純利益（△損失）     △1,654 △4.7   921 2.7 
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製造原価明細書 

    
前事業年度 

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

Ⅰ 材料費               

１．期首材料たな卸高   392     337     

２．当期材料仕入高   9,288     8,709     

３．期末材料たな卸高   337 9,342 65.0 357 8,690 66.3 

Ⅱ 外注加工費               

  外注加工費     365 2.5   404 3.1 

Ⅲ 労務費               

１．賃金   1,664     1,414     

２．その他   1,322 2,986 20.8 1,037 2,452 18.7 

Ⅳ 経費               

１．減価償却費   755     692     

２．その他   918 1,674 11.7 861 1,553 11.9 

当期総製造費用     14,368 100.0   13,100 100.0 

期首仕掛品たな卸高     122     127   

期末仕掛品たな卸高     127     126   

他勘定振替高 ※   70     53   

当期製品社内製造原価     14,292     13,048   

当期製品仕入高     2,584     3,488   

当期製品製造原価     16,877     16,536   

  第59期 第60期 

 （注） 原価計算の方法 予定単価による総合原価計算を採用
しております。 

同左 

※ 他勘定振替高 工具器具備品       31百万円

その他       39百万円

計       70百万円

工具器具備品       18百万円

その他       34百万円

計       53百万円
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③【株主資本等変動計算書】 

前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 （注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式
株主資本

合計 資本 
準備金 

その他 
資本 

剰余金 

資本 
剰余金 
合計 

利益 
準備金 

その他利益剰余金 
利益 

剰余金 
合計 

圧縮 
積立金 

別途 
積立金 

繰越利益 
剰余金 

平成18年３月31日 残高 
（百万円） 6,591 7,276 0 7,276 557 5 51,000 5,873 57,436 △3,529 67,775 

事業年度中の変動額                      

圧縮積立金の取崩（注） － － － － － △0 － 0 － － － 

圧縮積立金の取崩 － － － － － △0 － 0 － － － 

別途積立金の積立（注） － － － － － － 3,000 △3,000 － － － 

剰余金の配当（注） － － － － － － － △760 △760 － △760 

剰余金の配当（中間配当） － － － － － － － △760 △760 － △760 

取締役賞与（注） － － － － － － － △40 △40 － △40 

当期純損失 － － － － － － － △1,654 △1,654 － △1,654 

自己株式の取得 － － － － － － － － － △4 △4 

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額） 

－ － － － － － － － － － － 

事業年度中の変動額合計 
（百万円） 

－ － － － － △0 3,000 △6,214 △3,215 △4 △3,219 

平成19年３月31日 残高 
（百万円） 6,591 7,276 0 7,276 557 4 54,000 △341 54,220 △3,533 64,555 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 その他 
有価証券 

評価差額金 

評価・換算 
差額等合計 

平成18年３月31日 残高 
（百万円） 

2,167 2,167 69,942 

事業年度中の変動額      

圧縮積立金の取崩（注） － － － 

圧縮積立金の取崩 － － － 

別途積立金の積立（注） － － － 

剰余金の配当（注） － － △760 

剰余金の配当（中間配当） － － △760 

取締役賞与（注） － － △40 

当期純損失 － － △1,654 

自己株式の取得 － － △4 

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額） 

△1,037 △1,037 △1,037 

事業年度中の変動額合計 
（百万円） 

△1,037 △1,037 △4,256 

平成19年３月31日 残高 
（百万円） 

1,130 1,130 65,685 
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当事業年度（自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日） 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式
株主資本

合計 資本 
準備金 

その他 
資本 

剰余金 

資本 
剰余金 
合計 

利益 
準備金 

その他利益剰余金 
利益 

剰余金 
合計 

圧縮 
積立金 

別途 
積立金 

繰越利益 
剰余金 

平成19年３月31日 残高 
（百万円） 

6,591 7,276 0 7,276 557 4 54,000 △341 54,220 △3,533 64,555 

事業年度中の変動額                      

圧縮積立金の取崩 － － － － － △0 － 0 － － － 

別途積立金の取崩 － － － － － － △1,216 1,216 － － － 

剰余金の配当 － － － － － － － △1,216 △1,216 － △1,216 

当期純利益 － － － － － － － 921 921 － 921 

自己株式の取得 － － － － － － － － － △3 △3 

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額） 

－ － － － － － － － － － － 

事業年度中の変動額合計 
（百万円） 

－ － － － － △0 △1,216 921 △295 △3 △298 

平成20年３月31日 残高 
（百万円） 

6,591 7,276 0 7,276 557 4 52,783 580 53,925 △3,537 64,256 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 その他 
有価証券 

評価差額金 

評価・換算 
差額等合計 

平成19年３月31日 残高 
（百万円） 1,130 1,130 65,685 

事業年度中の変動額      

圧縮積立金の取崩 － － － 

別途積立金の取崩 － － － 

剰余金の配当 － － △1,216 

当期純利益 － － 921 

自己株式の取得 － － △3 

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額） 

△678 △678 △678 

事業年度中の変動額合計 
（百万円） 

△678 △678 △976 

平成20年３月31日 残高 
（百万円） 

452 452 64,708 
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重要な会計方針 

項目 
前事業年度

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

１．有価証券の評価基準及び 

 評価方法 

(1）満期保有目的の債券 

償却原価法（定額法） 

(1）満期保有目的の債券 

同左 

  (2）子会社株式 

移動平均法による原価法 

(2）子会社株式 

同左 

  (3）その他有価証券 

①時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平均法により

算定） 

(3）その他有価証券 

①時価のあるもの 

同左 

 

②時価のないもの 

移動平均法による原価法 

なお、投資事業組合等への出資

（証券取引法第２条第２項により有

価証券とみなされるもの）について

は、組合契約に規定される決算報告

日に応じて入手可能な最近の決算書

を基礎とし、持分相当額を純額で取

り込む方法によっております。 

②時価のないもの 

移動平均法による原価法 

なお、投資事業組合等への出資

（金融商品取引法第２条第２項によ

り有価証券とみなされるもの）につ

いては、組合契約に規定される決算

報告日に応じて入手可能な最近の決

算書を基礎とし、持分相当額を純額

で取り込む方法によっております。 

２．デリバティブ等の評価基準 

 及び評価方法 

 原則として時価法 同左 

３．たな卸資産の評価基準及び 

 評価方法 

(1）商品・製品・原材料・仕掛品 

総平均法に基づく原価法 

(1）商品・製品・原材料・仕掛品 

同左 

  (2）貯蔵品 

最終仕入原価法に基づく原価法 

(2）貯蔵品 

同左 

４．固定資産の減価償却の方法 (1）有形固定資産 

定率法 

 ただし、平成10年４月１日以降取得

した建物（附属設備を除く）について

は定額法 

(1）有形固定資産 

定率法 

 ただし、平成10年４月１日以降取得

した建物（附属設備を除く）について

は定額法 

  主な耐用年数 主な耐用年数 

  建物 ３年～50年

機械及び装置 ４年～17年

工具・器具及び

備品 
２年～20年

建物 ３年～50年

機械及び装置 ４年～17年

工具・器具及び

備品 
２年～20年

    (会計方針の変更) 
 法人税法の改正に伴い、当事業年度
より、平成19年４月１日以降に取得し
た有形固定資産について、改正後の法
人税法に基づく減価償却の方法に変更
しております。 
 これにより営業利益、経常利益及び
税引前当期純利益は、それぞれ38百万
円減少しております。 

    (追加情報)
 法人税法の改正に伴い、平成19年３
月31日以前に取得した資産について
は、改正前の法人税法に基づく減価償
却の方法の適用により取得価額の５％
に到達した事業年度の翌事業年度よ
り、取得価額の５％相当額と備忘価額
との差額を５年間にわたり均等償却
し、減価償却費に含めて計上しており
ます。 
 これにより営業利益、経常利益及び
税引前当期純利益がそれぞれ54百万円
減少しております。 
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項目 
前事業年度

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

  (2）無形固定資産 

定額法 

 ただし、ソフトウェア（自社利用

分）については、社内における利用可

能期間（５年）に基づく定額法 

(2）無形固定資産 

同左 

５．外貨建の資産及び負債の本 

 邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、振当処理をし

ているものを除き決算日の直物為替相場

により円貨に換算し、換算差額は損益と

して処理しております。 

同左 

６．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 売上債権等の貸倒損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上しております。 

(1）貸倒引当金 

同左 

  (2）賞与引当金 

 従業員に対する賞与の支給に備える

ため、支給見込額のうち当期負担額を

計上しております。 

(2）賞与引当金 

同左 

  (3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当

事業年度末における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき計上してお

ります。 

 過去勤務債務は、発生時における従

業員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数（10年）による定額法により按分

した額を発生事業年度から費用処理し

ております。 

 数理計算上の差異については、各事

業年度の発生時における従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数（10

年）による定額法により按分した額を

それぞれ発生の翌事業年度から費用処

理しております。 

(3）退職給付引当金 

同左 

７．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理を行って

おります。 

同左 

８．ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 

 原則として繰延ヘッジ処理によって

おります。なお、為替予約については

振当処理の要件を満たしている場合に

は振当処理を採用しております。 

(1）ヘッジ会計の方法 

同左 

  (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

 当事業年度にヘッジ会計を適用した

ヘッジ手段とヘッジ対象は次のとおり

であります。 

ヘッジ手段……為替予約 

ヘッジ対象……外貨建金銭債務及

び外貨建予定取引 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 
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項目 
前事業年度

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

  (3）ヘッジ方針 

 当社の社内規程に基づき、ヘッジ対

象に係る為替変動リスクを一定の範囲

内でヘッジしております。 

(3）ヘッジ方針 

同左 

  (4）ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変

動の累計とヘッジ手段のキャッシュ・

フロー変動の累計を半期ごとに比較

し、両者の変動額等を基礎にしてへッ

ジ有効性を評価しております。 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

９．その他財務諸表作成のため 

 の基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処理方

法は、税抜方式によっており、控除対

象外消費税等は発生事業年度の費用と

して処理しております。 

消費税等の会計処理 

同左 
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会計処理方法の変更 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

 （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 

 当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12月

９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号 

平成17年12月９日）を適用しております。 

 これまでの資本の部の合計に相当する金額は65,685百

万円であります。 

 なお、当事業年度における貸借対照表の純資産の部に

ついては、財務諸表等規則の改正に伴い、改正後の財務

諸表等規則により作成しております。 

         ───────── 
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注記事項 

（貸借対照表関係） 

前事業年度 
（平成19年３月31日） 

当事業年度 
（平成20年３月31日） 

 １．偶発債務  １．偶発債務 

(1）金融機関よりの借入金に対して、次のとおり債務

の保証を行っております。 

(1）金融機関よりの借入金に対して、次のとおり債務

の保証を行っております。 

従業員（住宅資金等） 247百万円 従業員（住宅資金等）    225百万円

(2）ファクタリング取引に係る債務譲渡残高に対し

て、下請代金支払遅延等防止法により、次のとおり

遡及義務を負っております。 

(2）ファクタリング取引に係る債務譲渡残高に対し

て、下請代金支払遅延等防止法により、次のとおり

遡及義務を負っております。 

みずほファクター㈱ 1,309百万円 みずほファクター㈱      1,394百万円

※２．特定包括信託契約 

 当社は、特定包括信託契約による拒絶権のないキ

ャピタルコール（出資要請）契約を締結しておりま

す。当該キャピタルコールの状況は次のとおりであ

ります。 

※２．特定包括信託契約 

 当社は、特定包括信託契約による拒絶権のないキ

ャピタルコール（出資要請）契約を締結しておりま

す。当該キャピタルコールの状況は次のとおりであ

ります。 

キャピタルコールの総額 
（10,000千ユーロ）

1,573百万円

キャピタルコールの実行額 
（ 5,051千ユーロ）

794百万円

キャピタルコールの未実行額 
（ 4,948千ユーロ）

778百万円

キャピタルコールの総額 
（ 10,000千ユーロ）

     1,581百万円

キャピタルコールの実行額 
（  6,262千ユーロ）

   990百万円

キャピタルコールの未実行額 
（  3,737千ユーロ）

   591百万円

※３．期末日満期手形 

  期末日満期手形の会計処理については、手形交換

日をもって決済処理しております。なお、当事業年

度末日が金融機関の休日であったため、次の期末日

満期手形が当事業年度末残高に含まれております。 

   受取手形              289百万円 

※３．      ───────── 
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（損益計算書関係） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

※１．販売費に属する費用のおおよその割合は58.5％、
一般管理費に属する費用のおおよその割合は41.5％ 
であります。 

※１．販売費に属する費用のおおよその割合は62.4％、
一般管理費に属する費用のおおよその割合は37.6％ 
であります。 

主要な費目及び金額は次のとおりであります。
運送費 955百万円
広告宣伝費 649百万円
賞与引当金繰入額 271百万円
退職給付費用 351百万円
給料手当 2,173百万円
賞与 534百万円
旅費交通費 515百万円
減価償却費 715百万円
支払手数料 568百万円
研究開発費 1,029百万円

主要な費目及び金額は次のとおりであります。
運送費    942百万円
給料手当      2,059百万円
賞与引当金繰入額      296百万円
旅費交通費    503百万円
減価償却費    746百万円
研究開発費      978百万円
貸倒引当金繰入額      5百万円

※２．一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費
1,029百万円 

※２．一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費
     978百万円 

※３．他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。 
 (1)製品売上原価 

研究開発費 17百万円
販売促進費 109百万円
自家消費分振替 385百万円
製品有償支給 173百万円
 計 685百万円

 (2)商品売上原価 
研究開発費 0百万円
販売促進費 0百万円
自家消費分振替 0百万円
  計 0百万円

※３．他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。 
(1)製品売上原価

研究開発費 10百万円
販売促進費 62百万円
自家消費分振替 357百万円
製品有償支給 289百万円
計 719百万円

 (2)商品売上原価 
研究開発費 0百万円
販売促進費 0百万円
自家消費分振替 1百万円
 計 1百万円

※４．関係会社との取引 
    受取賃貸料                64百万円 

※４．関係会社との取引 
    受取賃貸料                 64百万円 

※５．固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。 ※５．固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。
車両運搬具 0百万円 車両運搬具 0百万円

※６．固定資産除売却損の内訳は次のとおりであります。 ※６．固定資産除売却損の内訳は次のとおりであります。
（除却損） 建物 111百万円
  構築物 14百万円
  機械及び装置 120百万円
  車両運搬具 0百万円
  工具器具備品 63百万円
（売却損） 車両運搬具 0百万円
  計 310百万円

（除却損） 建物    65百万円
構築物   3百万円
機械及び装置    16百万円
車両運搬具 0百万円
工具器具備品   16百万円

（売却損） 機械及び装置 0百万円
計    102百万円

※７．減損損失 
    当事業年度において、当社は以下の資産グループ

について減損損失を計上しました。 

    当社は、減損損失の算定にあたって、継続的に収
支を把握している工場及び営業支店別に資産のグル
ーピングを行っております。また、カスタマーサー
ビスセンター及び本社については、独立したキャッ
シュ・フローを生み出さないことから、カスタマー
サービスセンターについては営業支店の、本社につ
いては工場及び営業支店の共用資産としておりま
す。 

場所 用途 種類
 高松支店（香川 
 県高松市） 

販売設備  土地及び建物

大平工場（千葉
県山武市） 

製造設備  
土地,機械及び
装置等 

※７．減損損失
    当事業年度において、当社は以下の資産グループ

について減損損失を計上しました。 

    当社は、減損損失の算定にあたって、継続的に収
支を把握している工場、メンテナンスセンター及び
営業支店別に資産のグルーピングを行っておりま
す。また、カスタマーサービスセンター及び本社に
ついては、独立したキャッシュ・フローを生み出さ
ないことから、カスタマーサービスセンターについ
ては営業支店の、本社については工場及び営業支店
の共用資産としております。 

場所 用途 種類
名古屋メンテナ

 ンスセンター
（愛知県名古屋 
 市） 

その他の設備  土地及び建物
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（株主資本等変動計算書関係） 

前事業年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）普通株式の自己株式の株式数の増加1,854株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

  

当事業年度（自平成19年４月１日 至平成20年３月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）普通株式の自己株式の株式数の増加2,034株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

  

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

    高松支店においては、地価が50％以上下落をして
おり減損の兆候がありました。販売の急激な落ち込
みにより、今後も充分なキャッシュ・フローが見込
めないため、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、
当該減少額を減損損失として特別損失に計上しまし
た。また、大平工場においては、規模を縮小し、機
械設備を一部千葉工場に移設するなど、工場の再編
を進めており減損の兆候に該当すると判断いたしま
した。このため、帳簿価額を回収可能価額まで減額
し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上し
ました。 

    その内訳は、高松支店278百万円（内、土地217百
万円、建物60百万円）、大平工場518百万円（内、土
地181百万円、機械及び装置311百万円、その他26百
万円）であります（各資産の金額から直接控除して
おります）。 

    なお、当資産グループの回収可能価額は正味売却
価額により測定しており、土地については不動産鑑
定評価額又は路線価による相続税評価額、建物につ
いては不動産鑑定評価額又は固定資産税評価額によ
り評価しております。 

 名古屋メンテナンスセンターにおいては、地価が
50％以上下落をしており減損の兆候がありました。
また、当事業年度の下期よりメンテナンスセンター
を拠点に、中古ベッドのレンタル事業を始めました
が、現段階ではまだ売上規模も小さく、充分なキャ
ッシュ・フローが見込めないため、帳簿価額を回収
可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として
特別損失に計上しました。 

    その内容は、名古屋メンテナンスセンター95百万
円（内、土地61百万円、建物34百万円）であります
（各資産の金額から直接控除しております）。 

    なお、前事業年度に減損しました高松支店につい
ては、平成20年４月１日付で一部の業務を残して大
阪支店と統合しております。 

    また、当資産グループの回収可能価額は正味売却
価額により測定しており、土地については不動産鑑
定評価額又は路線価による相続税評価額、建物につ
いては不動産鑑定評価額又は固定資産税評価額によ
り評価しております。 

 
前事業年度末 
株式数（株） 

当事業年度増加 
株式数（株） 

当事業年度減少 
株式数（株） 

当事業年度末 
株式数（株） 

普通株式（注） 1,260,653 1,854 － 1,262,507 

合計 1,260,653 1,854 － 1,262,507 

 
前事業年度末 
株式数（株） 

当事業年度増加 
株式数（株） 

当事業年度減少 
株式数（株） 

当事業年度末 
株式数（株） 

普通株式（注） 1,262,507 2,034 － 1,264,541 

合計 1,262,507 2,034 － 1,264,541 
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（リース取引関係） 

（有価証券関係） 

 前事業年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日）及び当事業年度（自平成19年４月１日 至平成20年３

月31日）における子会社株式で時価のあるものはありません。 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる
もの以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる
もの以外のファイナンス・リース取引 

(1）借手側 (1）借手側
① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 
① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

   
取得価額 
相当額  

減価償却累
計額相当額  

期末残高
相当額 

   百万円 百万円 百万円
工具器具
備品  468 180 288

ソフトウ
ェア  18 9 8

合計  486 189 297

取得価額
相当額 

減価償却累
計額相当額  

期末残高
相当額 

百万円 百万円 百万円
工具器具
備品 507 199 307

ソフトウ
ェア 11 6 5

合計 518 206 312

② 未経過リース料期末残高相当額 ② 未経過リース料期末残高相当額 
１年内       94百万円
１年超      206百万円
合計      301百万円

１年内      105百万円
１年超      214百万円

合計      319百万円

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 ③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額
支払リース料      104百万円
減価償却費相当額       98百万円
支払利息相当額      7百万円

支払リース料      128百万円
減価償却費相当額      120百万円
支払利息相当額       10百万円

④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法
減価償却費相当額の算定方法 
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする
定額法によっております。 

④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法
減価償却費相当額の算定方法 

同左 

利息相当額の算定方法 
リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差
額を利息相当額とし、各期への配分方法について
は、利息法によっております。 

利息相当額の算定方法
同左 

(2）      ───────── (2) 貸手側 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当
額及び期末残高相当額 

  取得価額
相当額 

減価償却累
計額相当額  

期末残高
相当額 

百万円 百万円 百万円
工具器具
備品 16 0 15

合計 16 0 15

  ② 未経過リース料期末残高相当額 
  １年内    5百万円

１年超    9百万円
合計    14百万円

  ③ 受取リース料、減価償却費相当額及び受取利息相当額
  受取リース料   1百万円

減価償却費相当額   0百万円
受取利息相当額   0百万円

  ④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法
減価償却費相当額の算定方法 
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする
定額法によっております。 

  利息相当額の算定方法
リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差
額を利息相当額とし、各期への配分方法について
は、利息法によっております。 

２．オペレーティング・リース取引 
未経過リース料 

２．オペレーティング・リース取引 
未経過リース料 

１年内      0百万円 １年内    4百万円
１年超    6百万円

合計    10百万円
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（税効果会計関係） 

前事業年度 
（平成19年３月31日） 

当事業年度 
（平成20年３月31日） 

(1）繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

(1）繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

繰延税金資産  

賞与引当金       208百万円

未払事業税        8百万円

役員退職慰労未払金       228百万円

退職給付引当金繰入限度超過額       388百万円

貸倒引当金繰入限度超過額       47百万円

投資有価証券評価損       10百万円

減損損失       322百万円

繰越欠損金       729百万円

その他       335百万円

 小計     2,279百万円

評価性引当額     △440百万円

繰延税金資産合計     1,838百万円

繰延税金負債  

その他有価証券評価差額金     △755百万円

圧縮積立金      △3百万円

繰延税金負債合計     △758百万円

繰延税金資産の純額     1,080百万円

繰延税金資産  

賞与引当金       226百万円

役員退職慰労未払金       208百万円

退職給付引当金繰入限度超過額       539百万円

貸倒引当金繰入限度超過額       32百万円

投資有価証券評価損       42百万円

減損損失       335百万円

たな卸資産評価損       113百万円

その他       197百万円

 小計     1,695百万円

評価性引当額     △493百万円

繰延税金資産合計     1,201百万円

繰延税金負債  

その他有価証券評価差額金     △300百万円

圧縮積立金      △2百万円

繰延税金負債合計     △303百万円

繰延税金資産の純額       898百万円

(2）法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率 40.7%

(調整） 

交際費等損金不算入額  △1.8%

受取配当金等益金不算入額 0.8%

評価性引当額の増加 △21.6%

その他 0.7%

税効果会計適用後の法人税等の負担率  18.8%

(2）法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率  40.7%

(調整） 

交際費等損金不算入額   2.9%

法人住民税均等割   1.2%

控除税額 △2.9%

評価性引当額の増加  3.1%

その他   1.2%

税効果会計適用後の法人税等の負担率  46.2%
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   （企業結合等関係） 

 前事業年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日）及び当事業年度（自平成19年４月１日 至平成20年３

月31日） 

 連結財務諸表「注記事項（企業結合等関係）」に記載しているため、注記を省略しております。 

（１株当たり情報） 

（注）１株当たり当期純利益又は当期純損失の算定上の基礎は、次のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

    該当事項はありません。 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

１株当たり純資産額    2,159.29円 

１株当たり当期純損失       54.39円 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益につい

ては、潜在株式は存在するものの１株当たり当期純

損失であるため記載しておりません。 

１株当たり純資産額      2,127.32円 

１株当たり当期純利益         30.29円 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益につい

ては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しな

いため記載しておりません。 

  
前事業年度 

(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

１株当たり当期純利益又は当期純損失     

当期純利益又は当期純損失（△） 
（百万円） 

△1,654 921 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － 

普通株式に係る当期純利益又は当期 

純損失（△）（百万円） 
△1,654 921 

普通株式の期中平均株式数（株） 30,421,020 30,419,004 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整
後１株当たり当期純利益の算定に含めなか

った潜在株式の概要 

新株予約権１種類（新株予約権の
数1,537個） 

新株予約権１種類（新株予約権の
数1,537個）。なお、当該新株予約

権は、平成19年６月29日をもって

権利行使期間が終了しておりま

す。 
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④【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

【債券】 

    銘柄 株式数（株） 
貸借対照表計上額 

（百万円） 

投資有価
証券 

その他有
価証券 

㈱日本ケアサプライ 8,000 458 

㈱みずほフィナンシャルグループ 757 276 

㈱三菱UFJフィナンシャルグループ 236,680 203 

㈱トーカイ 46,300 40 

全日本空輸㈱ 77,039 33 

㈱ハーフ・センチュリー・モア 1,000 50 

㈱医療福祉総合研究所 500 50 

アイテック㈱ 20,000 18 

㈱ハートウェル 300 13 

アビリティーズ・ケアネット㈱ 12,000 8 

その他13銘柄 183,521 94 

小計 586,097 1,247 

計 586,097 1,247 

    銘柄 券面総額（百万円） 
貸借対照表計上額 

（百万円） 

有価証券 
その他有
価証券 

第248回２年国債 300 300 

㈱日興コーディアルグループ第５回無
担保社債 

200 199 

メリルリンチ・アンド・カンパニー・
インク円貨社債８回 

200 193 

小計 － 693 
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【その他】 

    銘柄 券面総額（百万円） 
貸借対照表計上額 

（百万円） 

投資有価証
券 

満期保有
目的の債
券 

ダイワSMBC ♯799FR 300 300 

KOMMUNALBANKEN AS SERIES 1209 300 300 

J.P.MORGAN INTL DERIVATIVES LTD 
3.0 FRN 

200 200 

三菱UFJセキュリティーズ インターナ
ショナル 

200 200 

小計 － 1,000 

その他有
価証券 

三菱セキュリティーズインター 
♯868・期限付劣後債 

200 197 

ロゼッタリミテッド・期限付劣後 
リパッケージ債  

300 299 

北陸インターナショナル（ケイマン） 
8-1 

200 197 

L-STARS One Funding Ltd. Class 
N-1 

74 75 

バークレイズ・バンク・ピーエルシー 
第１回円貨社債（2006） 

200 197 

ノムラバンクインターナショナルピー
エルシーNo.223 

300 283 

L-JAC４ Funding Ltd. Class B-1 192 192 

三菱UFJリース債（ユーロ円建マルチコ
ーラブルステップアップ債 

200 199 

トヨタモータークレジットコーポレー
ション 

200 198 

アメリカンホンダファイナンスコープ 300 300 

クレッシェンド投資法人第１回 200 199 

エイフェックスキャピタルピーエルシ
ーシリーズ 49 

200 192 

シルフリミテッド シリーズ 186 200 199 

Barc-5year USD Dow Jones AIG 
Commodity Index Bull Note 

（百万米ドル）  2 247 

その他１銘柄 1 1 

小計 － 2,980 

計 － 4,674 

    種類及び銘柄 投資口数等（口） 
貸借対照表計上額 

（百万円） 

有価証券 
その他有
価証券 

（投資信託受益証券） 
ドイチェ マネープラス 

  
99,000 

  
1,001 

（コマーシャルペーパー） 
みずほインベスターズ証券 一括譲渡限
定CP 

  
700,000,000 

  
699 

  三井住友ファイナンス＆リースCP 700,000,000 699 

  大和証券SMBC CP 500,000,000 499 

 （合同運用金銭信託）     

 Regista 08－01、08-02、08-03 2,500,000,000 2,500 

小計 4,400,099,000 5,400 
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    種類及び銘柄 投資口数等（口） 
貸借対照表計上額 

（百万円） 

投資有価証
券 

その他有
価証券 

（投資信託受益証券） 
MHAM日本株式 分配金受取コース 

  
98,858,188 

  
61 

I バイオ 97,040,715 75 

グローバル債券ファンド 376,662,054 367 

ストックインデックス225 399,224,973 212 

野村アクア投資Bコース 191,915,660 155 

キャピタル世界分散ファンド 200,000,000 164 

N-Rグローバル フューチャーズ  
ファンド３ 

30,000 381 

N-Rグローバル フューチャーズ  
ファンド４ 

30,000 342 

N-Rグローバル フューチャーズ  
ファンド 

20,000 377 

オールウェザーマルチストラテジー 
ファンド 

20,000 228 

ノムラ・KKR・プライベート・エクイテ
ィ・ファンド 

300,000 484 

スターコモディティ ストラテジー  
トラスト 

20,000 246 

ユーロ プライベート エクイティ 
ファンド３ 

2,000 314 

スターボード ディープ バリュー トラ
スト 

10,000 85 

バッテリーパーク・ハイイールド・ 
オポチュニティ・トラスト３ 

30,000 254 

L-JAC３ Trust Beneficiary 
Certificates, Class-A 

100,025,002 99 

ノムラ・ベスト・トレンド・ファン
ド Bクラス 

10,000 107 

その他１銘柄 26 8 

（投資事業組合出資金） 
ソフトバンク・インターネットテクノ
ロジー・ファンド１号 

  
－ 

  
25 

  TEI１号投資事業有限責任組合 － 30 

  SBIブロードバンドファンド１号    
 投資事業有限責任組合 

－ 435 

  SBIバイオ・ライフサイエンス    
 投資事業有限責任組合 

－ 257 

 SBIビービー・モバイル 
 投資事業有限責任組合 

－ 662 

  NIFSMBC-V2006S１ 
 投資事業有限責任組合 

－ 350 

ジャフコ・スーパーV3－B号 
投資事業有限責任組合 

－ 44 

FE JAPAN CHINA PARTNERS 3.2 302 

小計 1,464,198,621.2 6,078 

計 5,864,297,621.2 11,478 
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【有形固定資産等明細表】 

 （注）１．当期増加額の主なものは、次のとおりであります。 

   建物及び附属設備  千葉工場一貫生産ライン建物他一式         466百万円 

              福岡支店隣接地建物                  8百万円 

    構築物       千葉工場一貫生産ライン排水・枡設置工事等       6百万円 

    機械及び装置    千葉工場一貫生産ライン塗装設備他          926百万円 

    土地        福岡支店隣接土地                  161百万円 

    ソフトウェア    情報セキュリティシステム構築           307百万円 

２．当期減少額の主なものは、次のとおりであります。 

   建物及び附属設備  名古屋メンテナンスセンター建物減損損失       34百万円 

   土地        名古屋メンテナンスセンター土地減損損失       61百万円 

３．「当期減少額」欄の（ ）内は内書きで、減損損失の計上額であります。 

資産の種類 
前期末残高 

（百万円） 

当期増加額 

（百万円） 

当期減少額 

（百万円） 

当期末残高 

（百万円） 

当期末減価

償却累計額

又は償却累

計額 

（百万円） 

当期償却額 

（百万円） 

差引当期末残

高 

（百万円） 

有形固定資産               

建物 21,702 592 
159 

(34)
22,135 12,842 671 9,293 

構築物 1,176 8 50 1,135 897 36 237 

機械及び装置 5,543 1,169 189 6,523 4,586 221 1,937 

車両運搬具 159 1 14 146 128 9 18 

工具器具備品 5,955 375 345 5,986 4,902 382 1,084 

リース資産 － 26 － 26 8 8 17 

土地 8,004 161 
61 

(61)
8,104 － － 8,104 

建設仮勘定 4 1,690 1,573 121 － － 121 

有形固定資産計 42,547 4,026 
2,393 

(95)
44,179 23,365 1,330 20,814 

無形固定資産               

借地権 922 － － 922 － － 922 

ソフトウェア 1,319 463 59 1,724 620 295 1,103 

電話加入権 18 － － 18 － － 18 

水道施設利用権 5 － － 5 3 0 1 

電気通信施設利用権 0 － － 0 0 0 0 

その他無形固定資産 1 － 0 0 0 0 0 

無形固定資産計 2,268 463 60 2,672 624 296 2,047 

長期前払費用 41 2 5 38 15 4 22 

繰延資産               

－ － － － － － － － 

繰延資産計 － － － － － － － 
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【引当金明細表】 

 （注）貸倒引当金の「当期減少額（その他）」は、洗替による戻入額等であります。 

区分 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額 
（百万円） 

当期減少額 
（目的使用） 
（百万円） 

当期減少額 
（その他） 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

貸倒引当金 122 84 47 74 84 

賞与引当金 551 595 551 － 595 
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（２）【主な資産及び負債の内容】 

資産の部 

① 現金及び預金 

② 受取手形 

イ．相手先別内訳 

ロ．期日別内訳 

区分 金額（百万円） 

現金 6 

預金の種類   

当座預金 754 

普通預金 6,201 

定期預金 3,274 

計 10,230 

合計 10,236 

相手先 金額（百万円） 

ワタキューセイモア㈱ 233 

㈱ハートウェル 131 

グリーンホスピタルサプライ㈱ 118 

㈱八神製作所 106 

㈱ムトウ 90 

その他 2,209 

計 2,890 

期日別 金額（百万円） 

平成20年４月 907 

〃  ５月 826 

〃  ６月 961 

〃  ７月 170 

〃  ８月 21 

〃  ９月以降 2 

計 2,890 
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③ 売掛金 

イ．相手先別内訳 

ロ．売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

 （注） 当期発生高には、消費税等が含まれております。 

④ 商品 

⑤ 製品 

相手先 金額（百万円） 

ワタキューセイモア㈱ 281 

サンネットワーク㈱ 279 

㈱ムトウ 237 

パラテクノ㈱ 227 

㈱トーカイ 207 

その他 8,186 

計 9,420 

期首残高 
（百万円） 

当期発生高 
（百万円） 

当期回収高 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

回収率（％） 滞留期間（日） 

（Ａ） （Ｂ） （Ｃ） （Ｄ） 
(C) 

───── 
(A) ＋ (B)

× 100 

(A) ＋ (D) 
───── 

２ 
────── 

(B) 
───── 

366 

9,803 35,113 35,495 9,420 79.03 100.19 

区分 金額（百万円） 

マットレス 28 

病室用家具 2 

医療用器具備品 5 

その他 79 

計 115 

区分 金額（百万円） 

ベッド 920 

マットレス 141 

病室用家具 331 

医療用器具備品 181 

その他 290 

計 1,865 
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⑥ 原材料 

⑦ 仕掛品 

⑧ 貯蔵品 

負債の部 

買掛金 

（３）【その他】 

 該当事項はありません。 

区分 金額（百万円） 

金属材料 61 

生地材料 23 

キャスター 113 

電装品 83 

その他 75 

計 357 

区分 金額（百万円） 

ベッド 113 

マットレス 4 

病室用家具 4 

医療用器具備品 3 

その他 1 

計 126 

区分 金額（百万円） 

補助材料 7 

その他 82 

計 90 

相手先 金額（百万円） 

愛知電機㈱ 778 

㈱ミツバ 771 

㈱オリバー 243 

パナソニックシステムソリューションズジャパン㈱ 

首都圏社 
172 

㈱ヴァイタス 170 

その他 2,311 

合計 4,447 
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第６【提出会社の株式事務の概要】 

 （注）当社定款の定めにより、単元未満株主は、会社法第189条第２項各号に掲げる権利、会社法第166条第１項の規定 

   による請求をする権利、株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利 

   以外の権利を有しておりません。 

事業年度 ４月１日から３月31日まで 

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月31日 

株券の種類 

100,000株券 

10,000株券 

1,000株券 

100株券 

剰余金の配当の基準日 
９月30日 

３月31日 

１単元の株式数 100株 

株式の名義書換え   

取扱場所 
東京都千代田区大手町二丁目６番２号（日本ビル４階） 

東京証券代行株式会社 本店 

株主名簿管理人 
東京都千代田区大手町二丁目６番２号（日本ビル４階） 

東京証券代行株式会社 

取次所 中央三井信託銀行株式会社 本店及び全国各支店 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 株券１枚につき印紙税相当額に100円を加えた金額 

単元未満株式の買取り   

取扱場所 
東京都千代田区大手町二丁目６番２号（日本ビル４階） 

東京証券代行株式会社 本店 

株主名簿管理人 
東京都千代田区大手町二丁目６番２号（日本ビル４階） 

東京証券代行株式会社 

取次所 中央三井信託銀行株式会社 本店及び全国各支店 

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額 

公告掲載方法 日本経済新聞に掲載して行う。 

株主に対する特典 該当事項はありません。 
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第７【提出会社の参考情報】 

１【提出会社の親会社等の情報】 

当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。 

２【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

（1）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第59期）（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日）平成19年６月28日関東財務局長に提出。 

（2）半期報告書 

    （第60期中）（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日）平成19年12月20日関東財務局長に提出。 

（3）有価証券報告書の訂正報告書 

平成19年10月30日関東財務局長に提出。 

事業年度（第59期）（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日）の有価証券報告書に係る訂正報告書であり

ます。 

（4）半期報告書の訂正報告書 

平成20年３月21日関東財務局長に提出。 

    （第60期中）（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日）の半期報告書に係る訂正報告書であります。 
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 
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独立監査人の監査報告書 

      平成19年６月28日 

パラマウントベッド株式会社    

  取締役会 御中  

  監査法人トーマツ  

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 鈴木 欽哉  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 髙橋 正伸  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているパラマ

ウントベッド株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸

借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監

査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意

見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし

ての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、パラ

マウントベッド株式会社及び連結子会社の平成19年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の

経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 （注）上記は、独立監査人の監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券

報告書提出会社）が別途保管しております。 
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独立監査人の監査報告書 

      平成20年６月27日 

パラマウントベッド株式会社    

  取締役会 御中  

  監査法人トーマツ  

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 鈴木 欽哉  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 髙橋 正伸  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるパラマウントベッド株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわ

ち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表

について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表

に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし

ての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、パラ

マウントベッド株式会社及び連結子会社の平成20年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の

経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 （注）上記は、独立監査人の監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券

報告書提出会社）が別途保管しております。 
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独立監査人の監査報告書 

      平成19年６月28日 

パラマウントベッド株式会社    

  取締役会 御中  

  監査法人トーマツ  

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 鈴木 欽哉  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 髙橋 正伸  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているパラマ

ウントベッド株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第59期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、パラマウ

ントベッド株式会社の平成19年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績の状況をすべての

重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 （注）上記は、独立監査人の監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券

報告書提出会社）が別途保管しております。 
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独立監査人の監査報告書 

      平成20年６月27日 

パラマウントベッド株式会社    

  取締役会 御中  

  監査法人トーマツ  

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 鈴木 欽哉  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 髙橋 正伸  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるパラマウントベッド株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第60期事業年度の財務諸表、すなわ

ち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は

経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、パラマウ

ントベッド株式会社の平成20年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な

点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 （注）上記は、独立監査人の監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券

報告書提出会社）が別途保管しております。 
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